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はじめに 

本募集要領は、平成２９年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）（特別研

究員奨励費）【特別研究員】の募集内容や応募に必要な手続き等を記載したもので

あり、 

Ⅰ 募集の内容 

Ⅱ 応募書類（研究計画調書）の作成・応募方法等 

Ⅲ 研究倫理教育の受講等について 

Ⅳ 継続研究課題の取扱い 

Ⅴ 研究機関が行う事務 

により構成されています。 

このうち、「Ⅰ 募集の内容」においては、募集する研究種目に関する対象、応

募総額及び研究期間等を記載しています。

また、「Ⅱ 応募書類（研究計画調書）の作成・応募方法等」、「Ⅲ 研究倫理

教育の受講等について」、「Ⅳ 継続研究課題の取扱い」及び「Ⅴ 研究機関が行

う事務」においては、それぞれ対象となる方に関する「必要な手続」等について記

載しています。 

関係する方におかれましては、該当する箇所について十分御確認願います。 

今回の募集は、できるだけ早く研究者が研究を開始できるようにするため、平成

２９年度予算成立前に始めるものです。 

したがって、予算の成立状況によっては、今後、措置する財源等、内容に変更が

あり得ることをあらかじめ御承知おきください。 

なお、平成２９年度における主な変更点は次のページのとおりです。 

科学研究費助成事業は、研究者個人の独創的・先駆的な研究に対する助成を

行うことを目的とした競争的資金制度ですので、研究計画調書の内容は応募す

る研究者独自のものでなければなりません。 

研究計画調書の作成に当たっては、他人の研究内容の剽窃、盗用は行っては

ならないことであり、応募する研究者におかれては、研究者倫理を遵守するこ

とが求められます。 

- Ⅰ -



＜平成２９年度における主な変更点＞ 

① 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく「取組

状況に係るチェックリスト」の提出について（１６頁参照）

平成２９年度公募より、科研費に応募する研究機関については、当該ガイドライン

に基づく「取組状況に係るチェックリスト」を提出することが必要となりました。提

出がない場合には、当該研究機関を受入研究機関とする特別研究員の応募が認められ

ませんので注意してください。 

（本チェックリストは、受入研究機関が提出するものです。） 
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 （参考２）科学研究費補助金取扱規程-------------------------------------------- ２０ 

 （参考３）独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金） 
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【参考】 

 

 応募書類の様式（研究計画調書）等は別冊になりますので、『別冊「平成２９年度科学研究費助

成事業募集要領（特別研究員奨励費）【特別研究員】（応募書類の様式・入力要領）」』を御覧く

ださい。 

 

※ 募集要領、研究計画調書（出力イメージ）等については、日本学術振興会ホームページ（以

下、ＵＲＬ参照）よりダウンロードできます。 

  

   ＵＲＬ：http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 
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Ⅰ 募集の内容 

 

１ 趣 旨 

科学研究費助成事業（以下、「科研費」という。）のうち、特別研究員奨励費は、優れた若

手研究者にその研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題等を選び、研

究に専念する機会を与え、我が国の学術研究の将来を担う創造性に富んだ研究者を育成するた

め、日本学術振興会特別研究員（以下「特別研究員」という。）が行う研究に対する助成を行

うものです。 

  

２ 対 象 

特別研究員が一人で行う研究計画であって、将来の発展が期待できる優れた着想を持つ研究

計画 

 

３ 応募総額 

応募区分により次の７種類に区分 

 

応 募 区 分 応 募 総 額 

ＳＰＤ・実験系 年間２４０万円以下 

Ｐ Ｄ・実験系（ＲＰＤを含む） 年間１２０万円以下 

Ｄ Ｃ・実験系 年間１００万円以下 

ＳＰＤ・非実験系 年間１６０万円以下 

Ｐ Ｄ・非実験系（ＲＰＤを含む） 年間  ８０万円以下 

Ｄ Ｃ・非実験系 年間  ６０万円以下 

特別枠 

（特に研究経費を要するものについて、実験系

の応募総額を超えて応募する場合。理由の妥

当性を判断し、認めることがある。） 

年間１５０万円以下 

（ＳＰＤについては 

年間３００万円以下） 

 

※ ＲＰＤで採用期間が４年度に渡る者（研究を７月または１０月に開始する者）は、採用初 

初年度と最終年度の合計が応募総額（年間）を超えないものとします。 

 

※ 応募額は各年度１０万円以上とします。 

 

※ 特別研究員奨励費への応募は同一研究課題につき１度のみです。したがって、交付内定後

に、ＤＣからＰＤに特別研究員の資格変更を行った場合であっても、応募区分をＰＤに変更

して新たに応募することはできません。 

 

 ※ 「実験系」又は「非実験系」の区分は、次のとおりとします。 

   ① 人文学領域・社会科学領域は、原則として非実験系とします。 

     ただし、フィールドワークなど特に研究経費を要するものについては、実験系又は特別
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枠の応募区分を選択することができます。 

   ② 数物系科学、化学、工学、生物学、農学、医歯薬学及び総合の各領域は、原則として実

験系とします。 

 

４ 研究期間 

（１） 特別研究員 ＳＰＤ及びＰＤ  ３年以内 

（２） 特別研究員 ＲＰＤ      ３年以内 

（３） 特別研究員 ＤＣ１      ３年以内 

（４） 特別研究員 ＤＣ２      ２年以内 

 

５ 応募資格等 

（１）応募資格 

本募集要領により応募することができる者は、平成２９年度に特別研究員として新規に採

用される予定の者とします。 

ただし、「６ 応募できる研究課題」の ②により応募する者はこの限りではありません。 

 

（２）研究組織 

   特別研究員奨励費（特別研究員）で実施する研究計画は、特別研究員が研究代表者となっ

て一人で行うものとします。研究代表者は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律」（昭和３０年法律第１７９号）に規定された補助事業者にあたり、研究計画の遂行（研

究成果の取りまとめを含む。）に関してすべての責任を持つ研究者のことをいいます。 

 

６ 応募できる研究課題 

① 平成２９年度特別研究員に採用内定された者が行う研究課題（ただし、平成３０年１月に

特別研究員ＲＰＤに採用予定の者は除く。） 

  ※ 平成３０年１月に特別研究員ＲＰＤに採用予定の者は、平成３０年１月に募集予定の平成３０年度特別

研究員奨励費において応募してください。 

 ② 平成２８年度から引き続き特別研究員としての採用期間がある者が行う研究課題で、何ら

かの事情で平成２９年度の特別研究員奨励費の交付が予定されていない研究課題（平成２９

年１月に特別研究員ＲＰＤに採用された者が行う研究課題等） 

 

７ 経 費 

（１）対象となる経費（直接経費） 

   研究計画の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な経費を含む。）を対象とし

ます。 

   具体的な内容については、研究者使用ルール（補助条件）２－２（３７頁）を参考にして

ください。 

  ※ 研究計画のいずれかの年度において、「設備備品費」、「旅費」（国内旅費及び外国旅費の合計額）又

は「人件費・謝金」のいずれかの経費が９０％を超える研究計画の場合及びその他の費目で特に大きな割

合を占める経費がある研究計画の場合には、当該経費の研究遂行上の必要性について、研究計画調書に記

載しなければなりません。 
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この経費は、特別研究員本人の研究を遂行する上で必要な経費であることを理解し、研究

協力者（※）に係る経費に使用する場合は、研究遂行上、特に必要な場合に限られることに

十分留意してください。 

※ 研究協力者とは、研究代表者以外の者で、研究課題の遂行に当たり、協力を行う者のことをいいます。 

 

（２）対象とならない経費 

  次の経費は対象となりません。 

① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要

となる軽微な据付等のための経費を除く。） 

② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

③ 研究代表者の人件費・謝金 

 ④ その他、間接経費(注)を使用することが適切な経費 

(注) 研究計画の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費（直接経費の３０％に相当する額）であり、研

究機関が使用するものです。今回、募集を行う平成２９年度特別研究員奨励費のうち、ＳＰＤ、ＰＤ、

ＲＰＤに交付されるものについては、間接経費が措置される予定ですが、研究代表者は間接経費を応募

書類に記載する必要はありません。 

 

（３）科研費の使用に当たっての留意点 

 特別研究員奨励費（特別研究員）は、科研費（補助金分）として交付されるため、応募に

当たっては、研究期間を通じた一連の計画を作成し提出していただきますが、採択後の研究

活動は、当該研究期間における各年度の補助事業として取り扱いますので、例えば、補助事

業の年度と異なる年度の経費の支払いに対して補助金を使用することはできません。 

なお、研究期間の最終年度を除き、当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なか

ったやむを得ない事由に基づき、年度内に完了しない見込みとなった場合には、日本学術振

興会を通じて文部科学大臣が財務大臣へ繰越承認要求を行い、財務大臣の承認を得た上で、

当該経費を翌年度に繰り越して使用することができます。 

 

８ 応募研究課題・研究計画について 

  応募研究課題は、「特別研究員申請書」記載の研究課題と同一とします。  

  研究計画については、「特別研究員申請書」記載の研究計画に従い、研究経費の使途が明確

であり、積算が合理的な研究計画としてください。 

  また、所定の研究期間内に終了し、成果の取りまとめが行えるような具体的な年次計画を立

ててください。 

 

９ 重複制限の確認（受給制限のルール） 

（１）ＳＰＤ・ＰＤ・ＲＰＤ（以下「ＰＤ等」という。）について、特別研究員として研究に従

事する研究機関（以下、「受入研究機関」（※１）という。）において、科研費の応募資格

を付与された場合には、以下の①～④の研究種目への研究代表者として応募が可能となって

おり、採択された場合はあわせて実施することが可能です。 

なお、研究分担者、連携研究者、研究協力者として研究課題に参画する場合には、研究種
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目に制限はありません。 

① 新学術領域研究（研究領域提案型）の公募研究 

② 基盤研究（Ｂ・Ｃ） 

③ 挑戦的研究（萌芽） 

④ 若手研究（Ａ・Ｂ） 

※１ 受入研究者が在籍する研究機関（受入研究者が複数の研究機関に在籍する場合は、当該受入研究者

が本来在籍する研究機関）を受入研究機関とします。 

※２ 研究成果公開促進費（学術図書、データベース）、国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）に

ついては、当該研究種目の応募要件を満たせば研究代表者として応募が可能です。 

 
（２）ＰＤ等について、他の科研費を受給する際は、次の①～③の事項を全て満たす必要があり

ます。 

① 特別研究員の研究課題の研究遂行に支障が生じないこと 

② 受給する科研費が特別研究員の研究課題と同一でないこと 

③ 当該特別研究員が受入研究機関として本会に届け出ている研究機関において受給

すること 

なお、受給に際し、上記の事項①～③以外に、特別研究員制度での手続きが別途必要にな

りますので、「日本学術振興会特別研究員遵守事項および諸手続の手引」を確認してくださ

い。 

 

（３）ＤＣが受給できる科研費は、「特別研究員奨励費」のみです。 
 

１０ 科研費の適正な使用等 

（１）科研費に関するルール 

   科研費（補助金分）は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年

法律第１７９号）」、「科学研究費補助金取扱規程（文部省告示）」（２０頁）、「独立行

政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領（平成１５年規程

第１７号）」（２８頁）、「研究者使用ルール（補助条件）」（３７頁）等の適用を受ける

ものです。 

 

（２）科研費の適正な使用 

   科研費は、国民の貴重な税金等でまかなわれていますので、科研費で購入した物品の共用

を図るなど、科研費の効果的・効率的使用に努めてください。 

   また、科研費の交付を受ける研究者には、法令及び研究者使用ルール（補助条件）に従い、

これを適正に使用する義務が課せられています。さらに、科研費の適正な使用に資する観点

から、科研費の管理は、研究者が所属する研究機関（特別研究員奨励費においては受入研究

機関）が行うこととしており、各研究機関が行うべき事務（機関使用ルール）を定めていま

す。この中で、研究機関には、経費管理・監査体制を整備し、物品費の支出に当たっては、

購入物品の発注、納品検収、管理を適正に実施するなど、科研費の適正な使用を確保する義

務が課せられています。いわゆる「預け金」を防止するためには、適正な物品の納品検収に

加えて、取引業者に対するルールの周知、「預け金」防止に対する取引業者の理解・協力を
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得ることが重要です。「預け金」に関与した取引業者に対しては、取引を停止するなどの厳

格な対応を徹底することが必要です。 

   研究者及び研究機関においては、採択後にこれらのルールが適用されることを十分御理解

の上、応募してください。 

 

（３）関係法令等に違反した場合の取扱い 

   応募書類に記載した内容が虚偽であったり、研究計画の実施に当たり、関係法令・指針等

に違反した場合には、科研費の交付をしないことや、科研費の交付を取り消すことがありま

す。 
 

１１ 「競争的資金の適正な執行に関する指針」等 

「競争的資金の適正な執行に関する指針」（平成１７年９月９日競争的資金に関する関係

府省連絡会申し合わせ 平成２４年１０月１７日改正）は、競争的資金について、不合理な

重複・過度の集中の排除、不正受給・不正使用及び研究論文等における研究上の不正行為に

関するルールを関係府省において申し合わせるものです。科研費を含む競争的資金の執行に

当たっては、この指針等に基づき、適切に対処しますので、以下の点に留意してください。 

 

（１）不合理な重複及び過度の集中の排除 

  ① 府省共通研究開発管理システム（以下、「e-Rad」という。）を活用し、「不合理な重

複又は過度の集中」（６頁注参照）の排除を行うために必要な範囲で、応募内容の一部

に関する情報を、他府省を含む他の競争的資金担当課（独立行政法人等である配分機関

を含む。）間で共有することとしています。 
    そのため、複数の競争的資金に応募する場合（科研費における複数の研究種目に応募

する場合を含む。）等には、研究課題名についても不合理な重複に該当しないことがわ

かるように記入するなど、研究計画調書の作成に当たっては十分留意してください。 
    不合理な重複又は過度の集中が認められた場合には、科研費を交付しないことがあり

ます。 
 
  ② 研究計画調書の作成に当たり、他府省を含む他の競争的資金等の応募・受入状況の記

入内容（研究費の名称、研究課題名、研究期間等）について、事実と異なる記載をした

場合は、研究課題の不採択、採択取消又は減額配分とすることがあります。 
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（注）不合理な重複及び過度の集中の排除 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）不正使用、不正受給又は不正行為への対応 

○「不正使用」、「不正受給」、「不正行為」は、それぞれ以下のような行為を指します。 

 ・「不正使用」・・・架空発注により業者に預け金を行ったり、謝金や旅費などで実際に要

した金額以上の経費を請求したりするなど、故意若しくは重大な過失

によって競争的資金の他の用途への使用又は競争的資金の交付の決

定の内容やこれに附した条件に違反した使用を行うこと 

 ・「不正受給」・・・別の研究者の名義で応募を行ったり、応募書類に虚偽の記載を行うな

ど、偽りその他不正な手段により競争的資金を受給すること 

 ・「不正行為」・・・発表された研究成果において示されたデータ、情報、調査結果等の故

意による又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著し

く怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用を行うこと 

 

①  科研費に関する不正使用、不正受給又は不正行為を行った研究者等については、一定期

間科研費を交付しないほか、不正使用、不正受給又は不正行為が認められた研究課題につ

いては、当該科研費の全部又は一部の返還を求めることがあります。 

なお、これらに該当する研究者については、当該不正使用、不正受給又は不正行為の概

要（研究機関等における調査結果の概要、関与した者の氏名、制度名、所属機関、研究課

題、予算額、研究年度、不正の内容、講じられた措置の内容等）を原則公表します。 

また、科研費以外の競争的資金（他府省所管分を含む。）で不正使用、不正受給又は不

正行為を行い、一定期間、当該資金の交付対象から除外される研究者についても、当該一

定期間、科研費を交付しないこととします。 

 
※ 「科研費以外の競争的資金」について、平成２８年度以降に新たに公募を開始する制度も含みます。なお、平成

２７年度以前に終了した制度においても対象となります。現在、具体的に対象となる制度については、以下のホー

ムページを参照してください。 

ＵＲＬ：http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/kyoukin28_seido_ichiran.pdf 

「競争的資金の適正な執行に関する指針」-抜粋- 

   （平成１７年９月９日競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ（平成２４年１０月１７日改正）） 

 

 ２．不合理な重複・過度の集中の排除 

 

（１）不合理な重複・過度の集中の考え方 

① この指針において「不合理な重複」とは、同一の研究者による同一の研究課題（競争的資金が配分される研究の名称及

びその内容をいう。以下同じ。）に対して、複数の競争的資金が不必要に重ねて配分される状態であって、次のいずれか

に該当する場合をいう。 

○実質的に同一（相当程度重なる場合を含む。以下同じ。）の研究課題について、複数の競争的資金に対して同時に応

募があり、重複して採択された場合 

○既に採択され、配分済の競争的資金と実質的に同一の研究課題について、重ねて応募があった場合 

○複数の研究課題の間で、研究費の用途について重複がある場合 

○その他これらに準ずる場合 

 

② この指針において「過度の集中」とは、同一の研究者又は研究グループ（以下「研究者等」という。）に当該年度に配

分される研究費全体が、効果的、効率的に使用できる限度を超え、その研究期間内で使い切れないほどの状態であって、

次のいずれかに該当する場合をいう。 

○研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分されている場合 

○当該研究課題に配分されるエフォート(研究者の全仕事時間に対する当該研究の実施に必要とする時間の 

配分割合(%))に比べ、過大な研究費が配分されている場合 

○不必要に高額な研究設備の購入等を行う場合 

○その他これらに準ずる場合 
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○交付しない期間の扱いについて 

 

【不正使用、不正受給】 

措置の対象者 不正使用の程度 交付しない期間 

Ⅰ．不正使用を行った研究者及び

それに共謀した研究者 
1．個人の利益を得るための私的流用 １０年 

Ⅱ．不正使用を行った研究者及び

それに共謀した研究者 

2．「1．個人の利

益を得るための私

的流用」以外 

① 社会への影響が大きく、行為の悪質性も高いと判断

されるもの 
５年 

② ①及び③以外のもの ２～４年 

③ 社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断

されるもの 
１年 

Ⅲ．偽りその他不正な手段により

科研費を受給した研究者及び

それに共謀した研究者 

－ ５年 

Ⅳ．不正使用に直接関与していな

いが善管注意義務に違反した

研究者 

－ 

不正使用を行った

研究者の交付制限

期間の半分（上限２

年、下限１年、端数

切り捨て） 

なお、以下に該当する者に対しては、「厳重注意」の措置を講ずる。 

１．上記Ⅱのうち、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断され、かつ不正使用額が少額な場合の研究者 

２．上記Ⅳのうち、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断された補助事業に対して、善管注意義務に違反したと認められる 

  研究者 

（出典：独立行政法人日本学術振興会理事長裁定「独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領第５条

第１項第１号及び第３号に定める科学研究費補助金を交付しない期間の扱いについて」） 

 

 

【不正行為】 

不正行為への関与に係る分類 
学術的・社会的影響度 

行為の悪質度 
交付しない期間 

不
正
行
為
に
関
与
し
た
者 

ア） 研究の当初から不正行為を行うことを意図していた場合など、特に悪質な者 １０年 

イ） 不正行為

があった研究

に係る論文等

の著者 

（上記「ア）」

を除く） 

当該論文等の責任著者（監修責任

者、代表執筆者又はこれらの者と

同等の責任を負うと認定された

者） 

当該分野の学術の進展への影響や社会的影響が大き

い、若しくは行為の悪質度が高いと判断されるもの 
５～７年 

当該分野の学術の進展への影響や社会的影響、若し

くは行為の悪質度が小さいと判断されるもの 
３～５年 

当該論文等の責任著者以外の者 
 

２～３年 

ウ） 不正行為があった研究に係る論文等の著者で

はない者 

（上記「ア）」を除く） 
 

２～３年 

不正行為に関与していないものの、不正行為があった研究

に係る論文等の責任著者（監修責任者、代表執筆者または

これらの者と同等の責任を負うと認定された者） 

当該分野の学術の進展への影響や社会的影響が大き

い、若しくは行為の悪質度が高いと判断されるもの 
２～３年 

当該分野の学術の進展への影響や社会的影響、若し

くは行為の悪質度が小さいと判断されるもの 
１～２年 

※ 論文の取り下げがあった場合など、個別に考慮すべき事情がある場合には、事情に応じて適宜期間を軽減することができるものとする。 

（出典：独立行政法人日本学術振興会理事長裁定「独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領第５条

第１項第５号に定める期間の扱いについて」） 
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② 他府省を含む他の競争的資金担当課（独立行政法人等である配分機関を含む。）に当該

不正事案の概要を提供することにより、他府省を含む他の競争的資金への応募及び参画に

ついても制限される場合があります。 

 
※ 「応募及び参画」とは、新規課題の提案、応募、申請を行うこと、共同研究者等として新たに研究に参画すること、

進行中の研究課題（継続課題）へ研究代表者又は共同研究者等として参画することを指します。 

 

③ 科研費による研究論文・報告書等において、不正行為があったと認定された場合、不正

行為の悪質性等を考慮しつつ、上記①、②と同様に取り扱います。 

また、不正行為に関与したと認定されなかったものの、当該論文・報告書等の責任者と

しての注意義務を怠ったこと等により一定の責任があるとされた者についても同様です。 

  

④ 各研究機関には、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基

準）」（平成２６年２月１８日改正 文部科学大臣決定）及び、「研究活動における不正

行為への対応等に関するガイドライン」（平成２６年８月２６日 文部科学大臣決定）を

遵守することが求められますので、研究活動の実施等に当たっては留意してください。 

 
○「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」 

ＵＲＬ：http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343904.htm  

 

○「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」 

ＵＲＬ：http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/index.htm 

 

 

（注）最近の不正使用、不正受給又は不正行為の事例 

 

 

 

 

 

 

○不正使用 

・業者に架空の取引を指示し、消耗品を購入したように装い、大学から科研費を支出させ、業者に預け金として管理

させていた。 

・業者に架空の取引を指示し、実際に購入、納品させた物品とは異なる品名が記載された虚偽の請求書を作成させて、

大学から科研費を支出させていた。 

・作業事実のない出勤表を大学院生に作成させて謝金の支払いを請求し、プール金として自ら管理していた。 

・海外渡航の際、研究課題の目的から外れた共同研究の打ち合わせをするために、旅行予定外の目的地に滞在した。 

注） 事例のような架空の取引等による科研費の支出は、たとえ科研費支出の対象が当該科研費の研究課題のためで

あったとしても、すべて不正使用に当たります。 

○不正受給 

・応募・受給資格のない研究者が科研費の応募・交付申請を行い、不正に科研費を受給していた。 

 

○研究活動における不正行為 

・科研費の研究成果として発表された論文において、実験のデータや図表の改ざん・ねつ造を行った。 

・科研費の研究成果として発表された図書や研究成果報告書に、許諾を得ずに無断で英語の原著論文を翻訳し、引用で

あることを明記せずに掲載し、当該研究課題の研究成果として公表した。 

- 8 -



 

１２ 科研費により得た研究成果の発信について 

科研費における研究成果については、研究成果の概要や研究成果報告書を国立情報学研究

所の科学研究費助成事業データベース（ＫＡＫＥＮ）に掲載することにより、研究者や一般

の方々にも知っていただくため、広く公開しています。 

このことに加えて科研費においては、研究者による研究成果発表や研究成果広報活動など

のアウトリーチ活動のために、研究成果発表のためのホームページ作成費用や研究成果広報

用のパンフレット作成費用等にも直接経費を支弁することができることとしていますので、

科研費により助成を受けた研究成果については、積極的に社会・国民への情報発信に努めて

いただくようお願いします。 

このほか、次のような取組についても、あらかじめ御留意くださいますようお願いします。 

 

（１）科研費における研究成果発表に係る謝辞の記載等について 

科研費により得た研究成果を発表する場合には、科研費により助成を受けたことを必ず表

示すること、また、論文の Acknowledgement（謝辞）に、科研費の交付を受けて行った研究

の成果であることを必ず記載していただくようにお願いします。特に、英文の場合は「JSPS 

KAKENHI Grant Number JP８桁の課題番号」、和文の場合は「JSPS科研費 JP８桁の課題番号」

を必ず含めてください。 

 

 

 

 

 

（２）科研費の助成を受けて執筆した論文のオープンアクセス化の推進について 

現在、学術雑誌等では、近年の ICT（情報通信技術）の発展に伴い、インターネットを通

じて無料で自由に論文にアクセスできる「オープンアクセス化」の流れが世界規模で急速に

拡大しています。このことを踏まえ、科研費の助成を受けて執筆した論文のオープンアクセ

ス化の推進についても、可能な範囲で考慮してください。 

 

【参考１：「オープンアクセス」とは】 

査読付きの学術雑誌に掲載された論文について、「インターネット上で自由に入手でき、

その際、いかなる利用者に対しても、論文の閲覧、ダウンロード、コピー、配付、印刷、検

索、全文へのリンク付け、検索ロボットによる索引付け、データとしてソフトウェアに転送

すること、その他、合法的な用途で利用することを財政的、法的、技術的な障壁なしで許可

する」（ブダペスト・オープンアクセス運動 BOAI：Budapest Open Access 

Initiative(2002)）ものとされている。 

 

【参考２：オープンアクセス化の方法について】 

オープンアクセス化の方法には主に以下の①～③の方法があります。 

①従来の購読料型学術雑誌に掲載された論文を、一定期間（エンバーゴ）（※１）後（例

えば６ヶ月後）、出版社の許諾を得て著者が所属する研究機関が開設するＷｅｂ（機関

リポジトリ）（※２）又は研究者が開設するＷｅｂ等に最終原稿を公開（セルフアーカ

〈記載例〉 
【英文】This work was supported by JSPS KAKENHI Grant Number JP16J45678. 

【和文】本研究は JSPS科研費 JP16J45678の助成を受けたものです。 
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イブ）（※３）し、当該論文をオープンアクセスとする場合 

 

②研究コミュニティや公的機関が開設するＷｅｂに論文を掲載し、当該論文をオープンア

クセスとする場合 

 

③その他（論文の著者が掲載料（APC: Article Processing Charge）を負担し、当該論文

をオープンアクセスとする場合） 

 

※１「エンバーゴ」 

  学術雑誌が刊行されてから、掲載論文の全文がインターネットのアーカイブシステム（リ

ポジトリ）などで利用可能になるまでの一定の期間のこと。 

 

※２「機関リポジトリ」 

  大学等の研究機関において生産された電子的な知的生産物の保存や発信を行うためのイ

ンターネット上のアーカイブシステム。研究者自らが論文等を搭載していくことにより学術

情報流通の変革をもたらすと同時に、研究機関における教育研究成果の発信、それぞれの研

究機関や個々の研究者の自己アピール、社会に対する教育研究活動に関する説明責任の保証、

知的生産物の長期保存の上で、大きな役割を果たしている。 

 

※３「セルフアーカイブ」 

   学術雑誌に掲載された論文や学位論文、研究データ等をオープンアクセス化するために、

出版社以外（研究者や所属研究機関）が、Ｗｅｂ（一般的には、機関リポジトリ）に登録す

ること。 
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Ⅱ 応募書類（研究計画調書）の作成・応募方法等 

 

１ 研究計画調書の作成 

研究計画調書は、日本学術振興会科研費電子申請システム（以下、「科研費電子申請システ

ム」という）を利用して、作成・提出（送信）していただくこととしています。 

（科研費電子申請システム URL http://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/index.html） 

研究代表者は、受入研究機関から付与された特別研究員奨励費用の科研費電子申請システム

ログインＩＤ・パスワードを用いて、「特別研究員奨励費応募ログイン」より科研費電子申請

システムにアクセスし、研究計画調書を作成してください。また、作成に当たっては、『別冊

「平成２９年度科学研究費助成事業募集要領（特別研究員奨励費）【特別研究員】（応募書類

の様式・入力要領）」』に基づき、研究計画調書を作成し、受入研究機関に提出（送信）して

ください。 

研究計画調書は、受入研究機関が取りまとめて日本学術振興会に提出（送信）することにな

ります。 

 

２ 作成に当たっての留意事項 

（１） 研究計画調書提出期限前に、受入研究機関の変更（異動）が判明した場合は、速やかに

変更前の受入研究機関にその旨を申し出てください。変更前及び変更後の受入研究機関に

おける転出・転入処理の完了後、変更後の受入研究機関に「研究計画調書」を提出（送信）

してください（科研費電子申請システムログインＩＤ・パスワード及び作成した「研究計

画調書」は、受入研究機関変更後も引き続き使用することができます。）。 

（２） 受入研究機関により承認処理が行われた研究計画調書（受入研究機関により日本学術振

興会に提出（送信）された研究計画調書）については修正等を行うことはできません。 

（３） 例年、応募金額の誤入力が発生しておりますので、応募金額単位（千円）に十分注意し

てください。 

（４） 応募に関する電子申請手続の詳細は、科研費電子申請システムの「操作手引」を参照し

てください。（http://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/index.html） 

 

３ 応募方法 

研究代表者は、受入研究機関が指定する期日までに、当該研究機関に研究計画調書を提出（送

信）してください。（直接本会へ提出（送信）することはできません。） 

各研究機関から本会への提出期限は１７頁を参照してください。 

 

４ 個人情報の取扱い等 

研究計画調書に含まれる個人情報は、競争的資金の不合理な重複や過度の集中の排除、科学

研究費助成事業の業務のために利用（データの電算処理及び管理を外部の民間企業に委託して

行わせるための個人情報の提供を含む。）するほか、e-Radに提供する予定です。（e-Rad経由

で内閣府に情報提供することがあります。また、これらの情報の作成のため、各種作業や情報

の確認等について御協力いただくことがあります。） 

 なお、採択された研究課題に関する情報（研究課題名・研究代表者氏名・交付予定額等）に

ついては、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成１３年法律第１４０
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号）第５条第１号イに定める「公にすることが予定されている情報」であるものとします。こ

れらの情報については、報道発表資料及び国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベー

ス（ＫＡＫＥＮ）等により公開します。 
 

５ 研究計画調書提出後のスケジュール（予定） 

特別研究員奨励費（特別研究員）の採択結果については、科研費の審査を経た後、受入研究

機関に文書で通知します。 

 

  特別研究員奨励費交付内定スケジュール（予定） 

  第１回：平成２９年４月下旬 

  第２回：平成２９年７月下旬 

  第３回：平成２９年１０月中旬 

  第４回：平成２９年１１月中旬 
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Ⅲ 研究倫理教育の受講等について 

 

科研費の配分により行われる研究活動に参画する研究代表者は、平成２９年度科学研究費助

成事業の新規研究課題の交付申請前までに、自ら研究倫理教育に関する教材（『科学の健全な

発展のために－誠実な科学者の心得－』日本学術振興会「科学の健全な発展のために」編集委

員会、研究倫理 eラーニングコース（e-Learning Course on Research Ethics［eL CoRE］）、

CITI Japan e－ラーニングプログラム等）の通読・履修をすること、または、「研究活動にお

ける不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成２６年８月２６日 文部科学大臣決

定）を踏まえ研究機関が実施する研究倫理教育の受講をすることが必要です。 

※１ 特別研究員はその制度において、採用時に研究倫理教育の受講等をすることとされてい

るため、上記に基づく研究倫理教育を改めて受講等する必要はありません。 

※２ 研究代表者が研究倫理教育の受講等をしていることについては、採用時に確認をします

が、別途、科学研究費助成事業でも交付申請時に科研費電子申請システムで確認をします。 

 

 

Ⅳ 継続研究課題の取扱い 

 

１ 平成２９年度に継続が予定されている研究課題（以下、「継続研究課題」という）の取扱い

について 

  継続研究課題については、応募書類の提出は必要ありませんが、科研費の交付を受けるため

には、平成２９年度科研費交付内定通知受領後、交付申請書等の必要書類を作成し、提出する

必要があります。 

 

２ 研究倫理教育の受講等について 

  特別研究員制度において、採用時に研究倫理教育の受講等をすることとされているため、平

成２９年度に継続研究課題を実施する研究代表者は、改めて研究倫理教育の受講等を行う必要

はありません。ただし、科学研究費助成事業では、研究倫理教育の受講等を行ったことについ

て、毎年度交付申請時に科研費電子申請システムで確認をします。 
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Ⅴ 研究機関が行う事務 

 

１ 応募に係る手続 

次の手続を行ってください。 

 

（１）応募対象者の確認及び募集要領の内容の周知 

   研究機関は、科研費電子申請システムメニューにある「該当者リスト」より、特別研究員

奨励費（特別研究員）の応募対象者の確認を行い、該当者に募集要領の内容の周知を行って

ください（該当者リスト取込予定日：平成２９年１月２７日（金）午前）。 

   また、応募に係る事務を行う際は、各研究機関の特別研究員事業担当者との連絡を密にし、

応募漏れ等のないよう注意してください。  

 

（２）研究代表者（特別研究員）への科研費電子申請システムログインＩＤ・パスワードの付与 

   研究代表者が特別研究員奨励費に応募するには、特別研究員奨励費用の科研費電子申請シ

ステムログインＩＤ・パスワードにより科研費電子申請システムにアクセスして研究計画調

書を作成する必要があります。 

研究機関は、応募を予定している研究代表者に、次の手順で科研費電子申請システムログ

インＩＤ・パスワードを付与してください。 

①  日本学術振興会は、平成２９年度新規採用予定の特別研究員および平成２８年度から

引き続き特別研究員としての採用期間がある者で、何らかの事情で平成２９年度の特別

研究員奨励費の交付が予定されていない者の情報を科研費電子申請システムに取り込み

ます（平成２９年１月２７日（金）午前予定）。 

②  研究機関は科研費電子申請システムにアクセスし、科研費電子申請システムメニュー

にある「該当者リスト」から、研究代表者の科研費電子申請システムログインＩＤ・パ

スワードを出力し、研究代表者に付与してください。 

 

※１ 部局担当者を通じて科研費電子申請システムログインＩＤ 、パスワードを付与する

場合は、受入研究者の所属部局番号毎に検索が可能です（ただし、特別研究員申請書

に記載の受入研究者の研究者番号が誤っていた場合や、受入研究者の e-Rad上の所属

研究機関が特別研究員申請書に記載された所属研究機関と一致しなかった場合等は、

部局番号が未設定となり、全部局において検索が可能となります）。 

※２ 科研費電子申請システムログインＩＤ、パスワードの付与の際には、決して他者に

漏えいすることが無いような厳格な管理をするよう研究代表者に周知してください。 

 

（３）研究代表者への「研究計画調書確認部局番号」の周知 

   研究代表者は研究計画調書を作成する際、「研究計画調書の内容確認等の事務を行う部局

の科研費電子申請システム上での部局番号（以下、「研究計画調書確認部局番号」という。）」

を必ず入力する必要があります。これにより、研究機関の部局担当者が科研費電子申請シス

テム上で自部局の研究計画調書を確認することが可能となります。 

   これと異なる研究計画調書確認部局番号を入力すると、部局担当者が研究計画調書を確認

することができなくなりますので、研究機関は、事前に、応募を予定している研究代表者に、
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該当の研究計画調書確認部局番号を周知してください。 

   なお、部局で研究計画調書の確認を行わない場合は、「特別研究員の所属部局番号」を入

力するよう周知してください。 
 

   ○「所属部局番号一覧」 

https://www-kaken.jsps.go.jp/kaken1/bukyokuList.do 

 

（４）「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく「体

制整備等自己評価チェックリスト」の提出 

  科研費に応募する研究機関については、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガ

イドライン（実施基準）」（平成２６年２月１８日改正）（以下、「公的研究費ガイドライ

ン」という。）の内容について遵守する必要があり、公的研究費の管理・監査体制を整備し、

その実施状況等を報告しなければなりません。 

  したがって、「今回特別研究員奨励費に応募する研究代表者の受入研究機関」及び「平成

２９年度も特別研究員奨励費の継続課題を継続する研究代表者を受け入れる予定の研究機

関」については、「公的研究費ガイドライン」に基づく「体制整備等自己評価チェックリス

ト」を平成２９年２月２７日（月）までに e-Radを使用して文部科学省研究振興局振興企画

課競争的資金調整室に提出してください。提出がない場合には、科研費電子申請システム上

で、当該研究機関において受入予定の研究者の応募が認められませんので、注意してくださ

い。（「公的研究費ガイドライン」に基づく「体制整備等自己評価チェックリスト」及び「研

究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく「取組状況に係るチェ

ックリスト」（１６頁参照）の両者が提出されても、研究者が特別研究員奨励費への応募が

できるようになるまで一定の時間を要します。） 

  平成２８年４月以降に、文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政法人から配分され

る競争的資金等の応募の際に、e-Radを使用して既に同体制整備等自己評価チェックリスト

を提出している場合には、改めて提出する必要はありません。 

  e-Radを使用した体制整備等自己評価チェックリストの提出方法や様式等については、文

部科学省ホームページ「「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施

基準）」に基づく「体制整備等自己評価チェックリスト」の提出について」 

（URL：http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1324571.htm）で確認してください。 
 

（注）e-Radの使用に当たっては、研究機関用のＩＤ・パスワードが必要になります。 

 

＜問い合わせ先＞ 

（公的研究費ガイドラインの様式・提出等について） 

文部科学省 研究振興局 振興企画課 競争的資金調整室 

e-mail: kenkyuhi@mext.go.jp 

ＵＲＬ： http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1324571.htm 

 

（e-Radへの研究機関登録について） 

府省共通研究開発管理システム ヘルプデスク 

電話：0570-066-877（ナビダイヤル） 

受付時間 9:00～18:00 

※土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始（12月 29日～1月 3日）を除く 

ＵＲＬ：http://www.e-rad.go.jp/shozoku/system/index.html 

 

（e-Radの利用可能時間帯） 

（月～日）0:00～24:00（24時間 365日稼働） 
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ただし、上記利用可能時間帯であっても保守・点検を行う場合、運用停止を行うことがあります。運用

停止を行う場合は、ポータルサイトにて予めお知らせします。 

 

（５）「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく「取組状況に係

るチェックリスト」の提出 

   科研費に応募する研究機関については、「研究活動における不正行為への対応等に関する

ガイドライン」（平成２６年８月２６日 文部科学大臣決定）（以下、「不正行為ガイドラ

イン」という。）を参考に、関連する規程等を定める必要があります。 

   また、科研費の応募に当たっては、平成２９年度公募より、「不正行為ガイドライン」に

基づく「取組状況に係るチェックリスト」（以下、「取組状況チェックリスト」という。）

を提出することが必要となりました。 

   そのため、「今回特別研究員奨励費に応募する研究代表者の受入研究機関」及び「平成２

９年度も特別研究員奨励費の継続課題を継続する研究代表者を受け入れる予定の研究機関」

については、「取組状況チェックリスト」を平成２９年２月２７日（月）までに e-Radを使

用して文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課研究公正推進室に提出してください。提

出がない場合には、科研費電子申請システム上で、当該研究機関において受入予定の研究者

の応募が認められませんので、注意してください。（「取組状況チェックリスト」及び「体

制整備等自己評価チェックリスト」（１５頁参照）の両者が提出されても、所属する研究者

が科研費への応募ができるようになるまで一定の時間を要します。） 

なお、平成２８年７月１５日の文部科学省からの事務連絡の通知日以降に、文部科学省又

は文部科学省が所管する独立行政法人から配分される競争的資金等の応募の際に、e-Radを

使用して既に同取組状況チェックリストを提出している場合には、改めて提出する必要はあ

りません。 

e-Radを使用した取組状況チェックリストの提出方法や様式等については、文部科学省ホ

ームページ「（事務連絡）「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」

に基づく取組状況に係るチェックリストの提出について（依頼）（平成２８年７月１５日）」

（http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1374508.htm）で確認してください。 
 

（注）e-Radの使用に当たっては、研究機関用のＩＤ・パスワードが必要になります。 

 

※「取組状況チェックリスト」は、「公的研究費ガイドライン」に基づく「体制整備等自己

評価チェックリスト」とは e-Radを使用する点では同一ですが、提出する宛先が異なり、

両チェックリストの提出が必要となりますので、御注意ください。 
 

＜問い合わせ先＞ 

（不正行為ガイドラインの様式・提出等について）※公的研究費ガイドラインの問合せ先とは異なります。 

文部科学省 科学技術・学術政策局 人材政策課 研究公正推進室 

e-mail: kiban@mext.go.jp  

ＵＲＬ：http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/index.htm 

 

（e-Radへの研究機関登録について） 

府省共通研究開発管理システム ヘルプデスク 

電話：0570-066-877（ナビダイヤル） 

受付時間：9：00～18：00 

※ 土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始（12月 29日～1月 3日）を除く 

ＵＲＬ：http://www.e-rad.go.jp/shozoku/system/index.html 
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（e-Radの利用可能時間帯） 

（月～日）0:00～24:00（24時間 365日稼働） 

ただし、上記利用可能時間帯であっても保守・点検を行う場合、運用停止を行うことがあります。運用

停止を行う場合は、ポータルサイトにて予めお知らせします。 

 

（６）応募資格の確認 

   研究計画調書に記載された研究代表者が、この募集要領に定める応募資格を有する者であ

ることを確認してください。 

   また、科研費やそれ以外の競争的資金で、不正使用、不正受給又は不正行為を行ったとし

て平成２９年度に「その交付の対象としないこと」とされていないことを確認してください。 

 

（７）研究代表者への確認 

   研究計画調書に記載された研究代表者が、この募集要領に定める「Ⅰ 募集の内容」を確

認した上で研究計画調書を作成していることを確認してください。 

 

（８）研究計画調書の確認・日本学術振興会への提出 

   研究代表者が作成した研究計画調書は、研究代表者の受入研究機関から日本学術振興会へ

提出してください。研究計画調書提出期限前に、研究代表者の受入研究機関の変更（異動）

が判明した場合は、科研費電子申請システム上で転出・転入処理を行ってください。 

   研究計画調書の確認及び承認作業については、「２ 応募書類（研究計画調書）の提出等」

を参照してください。 

 

２ 応募書類（研究計画調書）の提出等 

（１）研究計画調書の確認及び承認 

e-RadのＩＤ・パスワードにより科研費電子申請システムにアクセスし、研究代表者が作

成した研究計画調書（ＰＤＦファイル）の情報を取得し、その内容等について確認してくだ

さい。 

内容等に不備のないすべての研究計画調書（ＰＤＦファイル）について承認処理を行って

ください（日本学術振興会に研究計画調書（ＰＤＦファイル）を提出（送信）したことにな

ります。）。なお、研究機関により承認処理が行われた各研究計画調書（ＰＤＦファイル）

については修正等を行うことはできません。 

 

（２）研究計画調書の提出（送信）期限 

送信期限：平成２９年２月２８日（火）１６時３０分（厳守） 

※ 上記の期限より後に提出（送信）があっても受理しませんので、時間に十分

余裕を持って提出（送信）してください。 

 

（３）留意事項   

① 応募に関する電子申請手続の詳細は、科研費電子申請システムの「操作手引」を参照し

てください（http://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/index.html）。  

② 研究計画調書の提出（送信）後に、研究計画調書の訂正、再提出等を行うことはできま

せん。提出（送信）後の応募期間や応募金額の誤りの訂正には一切応じることができませ
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んので、提出（送信）前に十分確認してください。 

 

３ 不正行為ガイドラインに基づく「研究倫理教育」の実施 

新規研究課題の研究代表者については交付申請前までに、自ら研究倫理教育に関する教材

（『科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得－』日本学術振興会「科学の健全な発展

のために」編集委員会、研究倫理 eラーニングコース（e-Learning Course on Research Ethics

［eL CoRE］）、CITI Japan e－ラーニングプログラム等）の通読・履修をすること、または、

「不正行為ガイドライン」を踏まえ研究機関が実施する研究倫理教育の受講をすることとして

います。 

そのため、各研究機関におかれては、「不正行為ガイドライン」に基づき、研究倫理教育を

実施してください。 

 なお、特別研究員はその制度において、採用時に研究倫理教育の受講等をすることとされて

いるため、上記に基づく研究倫理教育を改めて受講等する必要はありません。 

 

４ その他 

（１）科学研究費補助金取扱規程（文部省告示）第２条により文部科学大臣が指定した研究機関

の変更等の届出 

   次の事項のいずれかについて変更等を予定している場合には、その内容を速やかに文部科

学省研究振興局学術研究助成課に届け出てください。 

① 研究機関の廃止又は解散 

② 研究機関の名称及び住所並びに代表者の氏名 

③ 研究機関の設置の目的、業務の内容、内部組織を定めた法令、条例、寄附行為そ 

の他の規約に関する事項 

   

（２）外国人特別研究員の受入に係る特別研究員奨励費への応募 

   外国人特別研究員の受入に係る科学研究費助成事業（科学研究費補助金）（特別研究員奨

励費）については、「平成２９年度科学研究費助成事業－科研費－募集要領 特別研究員

奨励費【外国人特別研究員】」により応募してください。 
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（参考１） 審査等 

１ 審査の方法等

 科研費の審査は、応募書類（研究計画調書）に基づき、日本学術振興会科学研究費委員会で

行います。また、審査は非公開で行われ、提出された研究計画調書は返却しません。

  審査等のルールである「科学研究費助成事業における審査及び評価に関する規程」の詳細は、

日本学術振興会科学研究費助成事業のホームページで確認してください。

（URL：http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html） 

２ 審査結果の通知 

特別研究員奨励費（特別研究員）の採択結果については、受入研究機関に文書で通知します。

なお、配分額は１０万円単位での配分を予定しています。 

  特別研究員奨励費交付内定スケジュール（予定） 

  第１回：平成２９年４月下旬 

  第２回：平成２９年７月下旬 

  第３回：平成２９年１０月中旬 

  第４回：平成２９年１１月中旬 
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（参考２）科学研究費補助金取扱規程

昭和40年3月30日

文部省告示第110号

改正 昭43文告309・昭56文告159・昭60文告127・昭61文告156・平10文告35・

平11文告114・平12文告181・平13文告72・平13文告133・平14文告123・平15文告149・

平16文告68・平16文告134・平17文告1・平18文告37・平19文告45・平20文告64・

平22文告177・平23文告93・平24文告143・平25文告31・平28文科告73

科学研究費補助金取扱規程を次のように定める。

科学研究費補助金取扱規程

（趣旨）

第１条 科学研究費補助金の取扱については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和30年法律第179号。以下「法」という。）及び補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）に定めるもののほか、この規程の定める

ところによる。

（定義）

第２条 この規程において「研究機関」とは、学術研究を行う機関であつて、次に掲げるも

のをいう。

一 大学及び大学共同利用機関（別に定めるところにより文部科学大臣が指定する大学共

同利用機関法人が設置する大学共同利用機関にあつては、当該大学共同利用機関法人と

する。）

二 文部科学省の施設等機関のうち学術研究を行うもの

三 高等専門学校

四 国若しくは地方公共団体の設置する研究所その他の機関、特別の法律により設立され

た法人若しくは当該法人の設置する研究所その他の機関、国際連合大学の研究所その他

の機関（国内に設置されるものに限る。）又は一般社団法人若しくは一般財団法人のう

ち学術研究を行うものとして別に定めるところにより文部科学大臣が指定するもの

２ この規程において「研究代表者」とは、科学研究費補助金の交付の対象となる事業にお

いて、法第２条第３項に規定する補助事業者等（以下「補助事業者」という。）として当

該事業の遂行に責任を負う研究者をいう。

３ この規程において「研究分担者」とは、科学研究費補助金の交付の対象となる事業のう

ち二人以上の研究者が同一の研究課題について共同して行うものにおいて、補助事業者と

して研究代表者と共同して当該事業を行う研究者をいう。

４ この規程において「連携研究者」とは、科学研究費補助金の交付の対象となる事業にお

いて、研究代表者又は研究分担者の監督の下に当該研究代表者又は研究分担者と連携して

研究に参画する研究者をいう。

５ この規程において「研究協力者」とは、研究代表者及び研究分担者並びに連携研究者以

外の者で、科学研究費補助金の交付の対象となる事業において研究への協力を行う者をい

う。
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６ この規程において「不正使用」とは、故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途

への使用又は研究費の交付の決定の内容若しくはこれに附した条件に違反した使用をい

う。

７ この規程において「不正行為」とは、研究費の交付の対象となつた事業において発表さ

れた研究成果において示されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者として

わきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠つたことによるねつ造、改ざん又は盗用をい

う。

８ 本邦の法令に基づいて設立された会社その他の法人（以下この項において「会社等」と

いう。）が設置する研究所その他の機関又は研究を主たる事業としている会社等であつて、

学術の振興に寄与する研究を行う者が所属するもの（第１項第１号、第３号及び第４号に

掲げるものを除く。）のうち、別に定めるところにより文部科学大臣が指定するものは、

同項の研究機関とみなす。

（科学研究費補助金の交付の対象）

第３条 科学研究費補助金は、次の各号に掲げる事業に交付するものとする。

一 学術上重要な基礎的研究（応用的研究のうち基礎的段階にある研究を含む。）であつ

て、研究機関に、当該研究機関の研究活動を行うことを職務に含む者として所属し、か

つ、当該研究機関の研究活動に実際に従事している研究者（日本学術振興会特別研究員

を含む。）が一人で行う事業若しくは二人以上の研究者が同一の研究課題について共同

して行う事業（研究者の所属する研究機関の活動として行うものであり、かつ、研究機

関において科学研究費補助金の管理を行うものに限る。）又は教育的若しくは社会的意

義を有する研究であつて、研究者が一人で行う事業（以下「科学研究」という。）

二 学術研究の成果の公開で、個人又は学術団体が行う事業（以下「研究成果の公開」と

いう。）

三 その他文部科学大臣が別に定める学術研究に係る事業

２ 独立行政法人日本学術振興会法（平成14年法律第159号。以下「振興会法」という。）第

15条第１号の規定に基づき独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」という。）が行

う業務に対して、文部科学大臣が別に定めるところにより科学研究費補助金を交付する。

（科学研究費補助金を交付しない事業）

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者（学術団体を含む。以下この条にお

いて同じ。）が行う事業については、それぞれ当該各号に定める期間、科学研究費補助金

を交付しない。

一 法第17条第1項の規定により科学研究費補助金の交付の決定が取り消された事業（「以

下「交付決定取消事業」という。）において科学研究費補助金の不正使用を行つた者

法第18条第１項の規定により当該交付決定取消事業に係る科学研究費補助金の返還の命

令があつた年度の翌年度以降１年以上１０年以内の間で当該不正使用の内容等を勘案し

て相当と認められる期間

二 前号に掲げる者と科学研究費補助金の不正使用を共謀した者 同号の規定により同号

に掲げる者が行う事業について科学研究費補助金を交付しないこととされる期間と同一

の期間

三 交付決定取消事業において法第11条第１項の規定に違反した補助事業者（前２号に該

当する者を除く。） 法第18条第１項の規定により当該交付決定取消事業に係る科学研

究費補助金の返還の命令があつた年度の翌年度以降１年以上２年以内の間で当該違反の

内容等を勘案し相当と認められる期間
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四 偽りその他不正の手段により科学研究費補助金の交付を受けた者又は当該偽りその他

不正の手段の使用を共謀した者 当該科学研究費補助金の返還の命令があつた年度の翌

年度以降５年間

五 科学研究費補助金による事業において不正行為があつたと認定された者（当該不正行

為があつたと認定された研究成果に係る研究論文等の内容について責任を負う者として

認定されたものを含む。以下同じ。） 当該不正行為があつたと認定された年度の翌年

度以降１年以上10年以内の間で当該不正行為の内容等を勘案して科学技術・学術審議会

において相当と認められる期間

２ 前条の規定にかかわらず、振興会法第18条第１項に規定する学術研究助成基金を財源と

して振興会が支給する助成金（以下「基金助成金」という。）を一定期間交付しないこと

とされた次の各号に掲げる者が行う事業については、基金助成金を交付しないとされた期

間、科学研究費補助金を交付しない。

一 基金助成金の不正使用を行った者

二 基金助成金の不正使用を共謀した者

三 振興会法第17条第２項の規定により準用される法第11条第１項の規定に違反した補助

事業者（前２号に該当する者を除く）

四 偽りその他の不正の手段により基金助成金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正

の手段の使用を共謀した者

五 基金助成金による事業において不正行為があったと認定された者

３ 前条の規定にかかわらず、国又は独立行政法人が交付する給付金であつて、文部科学大

臣が別に定めるもの（以下「特定給付金」という。）を一定期間交付しないこととされた

次の各号に掲げる者が行う事業については、文部科学大臣が別に定める期間、科学研究費

補助金を交付しない。

一 特定給付金の不正使用を行つた者

二 特定給付金の不正使用を共謀した者

三 特定給付金の交付の対象となる事業に関して、法令又はこれに基づく国の機関若しく

は独立行政法人の長の処分に違反した者

四 偽りその他不正の手段により特定給付金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正の

手段の使用を共謀した者

五 特定給付金による事業において不正行為があつたと認定された者

４ 前条の規定にかかわらず、公募型の研究費（科学研究費補助金、基金助成金及び特定給

付金を除く。）又は国立大学法人若しくは独立行政法人に対する運営費交付金若しくは私

立学校に対する助成の措置等の基盤的経費その他の予算上の措置（文部科学省が講ずるも

のに限る。）による研究において不正行為があったと認定された者が行う事業については、

当該不正行為があったと認定された年度の翌年度以降１年以上10年以内の間で当該不正行

為の内容等を勘案して相当と認められる期間、科学研究費補助金を交付しない。

（補助金の交付申請者）

第５条 第３条第１項第１号及び第２号に係る科学研究費補助金（同条第２項に係るものを

除く。以下「補助金」という。）の交付の申請をすることができる者は、次のとおりとす

る。

一 科学研究に係る補助金にあつては、科学研究を行う研究者の代表者

二 研究成果の公開に係る補助金にあつては、研究成果の公開を行う個人又は学術団体の

代表者
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（計画調書）

第６条 補助金の交付の申請をしようとする者は、あらかじめ科学研究又は研究成果の公開

（以下「科学研究等」という。）に関する計画調書を別に定める様式により文部科学大臣

に提出するものとする。

２ 前項の計画調書の提出期間については、毎年文部科学大臣が公表する。

（交付の決定）

第７条 文部科学大臣は、前条第１項の計画調書に基づいて、補助金を交付しようとする者

及び交付しようとする予定額（以下「交付予定額」という。）を定め、その者に対し、あ

らかじめ交付予定額を通知するものとする。

２ 文部科学大臣は、補助金を交付しようとする者及び交付予定額を定めるに当たつては、

文部科学大臣に提出された計画調書について、科学技術・学術審議会の意見を聴くものと

する。

第８条 前条第１項の通知を受けた者が補助金の交付の申請をしようとするときは、文部科

学大臣の指示する時期までに、別に定める様式による交付申請書を文部科学大臣に提出し

なければならない。

２ 文部科学大臣は、前項の交付申請書に基づいて、交付の決定を行い、その決定の内容及

びこれに条件を附した場合にはその条件を補助金の交付の申請をした者に通知するものと

する。

（科学研究等の変更）

第９条 補助金の交付を受けた者が、科学研究等の内容及び経費の配分の変更（文部科学大

臣が別に定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、あらかじめ文部科学大臣の

承認を得なければならない。

（補助金の使用制限）

第10条 補助金の交付を受けた者は、補助金を科学研究等に必要な経費にのみ使用しなけれ

ばならない。

（実績報告書）

第11条 補助金の交付を受けた者は、科学研究等を完了したときは、すみやかに別に定める

様式による実績報告書を文部科学大臣に提出しなければならない。補助金の交付の決定に

係る国の会計年度が終了した場合も、また同様とする。

２ 前項の実績報告書には、補助金により購入した設備、備品又は図書（以下「設備等」と

いう。）がある場合にあつては、別に定める様式による購入設備等明細書を添付しなけれ

ばならない。

３ 第１項後段の規定による実績報告書には、翌年度に行う科学研究等に関する計画を記載

した書面を添付しなければならない。

（補助金の額の確定）

第12条 文部科学大臣は、前条第１項前段の規定による実績報告書の提出を受けた場合にお

いては、その実績報告書の審査及び必要に応じて行う調査により、科学研究等の成果が補
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助金の交付の決定の内容及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補

助金の額を確定し、補助金の交付を受けた者に通知するものとする。

（研究成果報告書）

第13条 補助金の交付を受けた者は、文部科学大臣の定める時期までに、文部科学大臣の定

めるところにより、第６条第１項の計画調書上の計画に基づいて実施した事業の成果につ

いて取りまとめた報告書（以下「研究成果報告書」という。）を文部科学大臣に提出しな

ければならない。

２ 前項の文部科学大臣の定める時期までに研究成果報告書を提出しなかつた者が、さらに

文部科学大臣が別に指示する時期までに特段の理由なく研究成果報告書を提出しない場合

には、文部科学大臣は、第７条第１項の規定にかかわらず、この者に対して交付予定額を

通知しないものとする。第３条第２項に係る科学研究費補助金又は基金助成金の研究成果

報告書を、振興会の指示する時期までに提出しない場合についても同様とする。

３ 前項の規定により交付予定額を通知しないこととされた者が、その後、文部科学大臣又

は振興会が別に指示する時期までに研究成果報告書を提出したときは、文部科学大臣は、

第７条第１項の規定に基づき、交付予定額を通知するものとする。

（帳簿等の整理保管）

第14条 補助金の交付を受けた者は、補助金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書

類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管

しておかなければならない。

（経理の調査）

第15条 文部科学大臣は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者に対し、そ

の補助金の経理について調査し、若しくは指導し、又は報告を求めることができる。

（科学研究等の状況の調査）

第16条 文部科学大臣は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者に対し、科

学研究等の状況に関する報告書の提出を求め、又は科学研究等の状況を調査することがで

きる。

（研究経過及び研究成果の公表）

第17条 文部科学大臣は、科学研究に係る実績報告書及び前条の報告書のうち、研究経過に

関する部分の全部又は一部を印刷その他の方法により公表することができる。

２ 文部科学大臣は、研究成果報告書の全部又は一部を印刷その他の方法により公表するこ

とができる。

（設備等の寄付）

第18条 第５条第１号に係る補助金の交付を受けた者が、補助金により設備等を購入したと

きは、直ちに、当該設備等を当該補助金の交付を受けた者が所属する研究機関のうちから

適当な研究機関を一以上選定して、寄付しなければならない。

２ 第５条第１号に係る補助金の交付を受けた者は、設備等を直ちに寄付することにより研

究上の支障が生じる場合において、文部科学大臣の承認を得たときは、前項の規定にかか

わらず、当該研究上の支障がなくなるまでの間、当該設備等を寄付しないことができる。
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第19条 第３条第１項第３号に係る科学研究費補助金に関し必要な事項は、別に文部科学大

臣が定める。

（その他）

第20条 この規定に定めるもののほか、補助金の取扱に関し必要な事項は、そのつど文部科

学大臣が定めるものとする。

附則

この規程は、昭和40年４月１日から実施する。

附則（昭和43・11・30文告309）

この規程は、昭和43年11月30日から実施する。

附則（昭和56・10・15文告159）

この告示は、公布の日から施行する。

附則（昭和60・1l・2文告127）

この告示は、昭和60年11月２日から施行し、昭和60年度分以後の補助金について適用する。

附則（昭和61・12・25文告156）

この告示は、昭和61年12月25日から施行し、昭和61年度以降の補助金について適用する。

附則（平成10・3・19文告35）

この告示は、平成10年３月19日から施行し、平成９年度以降の補助金について適用する。

附則（平成11・5・17文告114）

この告示は、公布の日から施行し、平成11年４月11日から適用する。

附則（平成12・12・11文告181）

この告示は、内閣法の一部を改正する法律（平成11年法律第88号）の施行の日（平成13年

１月６日）から施行する。

附則（平成13・4・19・文告72）

この告示は、公布の日から施行し、平成13年４月１日から適用する｡

附則（平成13・8・2文告133）

１ この告示は、公布の日から施行する。

２ この告示の施行の際現に改正前の科学研究費補助金取扱規程第２条第３号の規定による

研究機関である法人及び同条第４号の規定による指定を受けている機関は、改正後の科学

研究費補助金取扱規程第２条第４号の規定による指定を受けた研究機関とみなす。

附則（平成14・6・28・文告123）

この告示は、公布の日から施行し、平成14年度以降の補助金について適用する。

附則（平成15・9・12・文告149）

１ この告示は、公布の日から施行する。ただし、第３条第２項の改正規定、第５条第１項、

第３項及び第４項の改正規定並びに第６条第２項の改正規定は、平成15年10月１日から施

行する。

２ この告示による改正後の科学研究費補助金取扱規程第３条第３項の規定は、法第18条第

１項の規定により科学研究費補助金の返還が命じられた日がこの告示の施行日前である交

付決定取消事業を行つた研究者が行う事業については、適用しない。

附則（平成16･4･1・文告68）

１ この告示は、平成16年４月１日から施行する。

２ この告示による改正後の科学研究費補助金取扱規程第３条第３項第３号の規定は、この

告示の施行前に交付の決定が行われた科学研究費補助金に係る交付決定取消事業を行つた
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研究者については、適用しない。

附則（平成17・1・24・文告1）

１ この告示は、公布の日から施行する。

２ この告示による改正後の科学研究費補助金取扱規程第３条第４項及び第５項の規定は、

科学研究費補助金の返還が命じられた日がこの告示の施行日前である事業を行った研究者

又は当該研究者と共謀した研究者が行う事業については、適用しない。

附則（平成18・3・27・文告37）

この告示は、平成18年４月１日から施行する。

附則（平成19・3・30・文告45）

この告示は、平成19年４月１日から施行する。

附則（平成20・5・19・文告64）

１ この告示は、公布の日から実施し、平成20年度以降の補助金について適用する。ただし、

第２条第１項第４号の改正規定は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律（平成18年法律第50号）の施行の日から実施する。

２ この告示による改正後の科学研究費補助金取扱規程（以下「新規程」という。）第４条

第１項第１号及び第３号の規定は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭

和30年法律第179号。以下「法」という。）第18条第１項の規定により科学研究費補助金の

返還が命じられた日が平成15年９月12日よりも前である法第17条第１項の規定により科学

研究費補助金の交付の決定が取消された事業において不正使用を行った者又は法第11条第

１項の規定に違反して科学研究費補助金の使用を行った補助事業者（法第２条第３項に規

定する補助事業者等をいい、新規程第４条第１項第１号又は第２号に該当する者を除く。）

については、適用しない。

３ 新規程第４条第１項第４号の規定は、平成16年４月１日よりも前に交付の決定が行われ

た事業の研究代表者又は研究分担者については、適用しない。

４ 新規程第４条第１項第２号及び第５号の規定は、科学研究費補助金の返還が命じられた

日が平成17年１月24日よりも前である事業において科学研究費補助金の不正使用を共謀し

た者又は偽りその他不正の手段により科学研究費補助金の交付を受けた者若しくは当該偽

りその他不正の手段の使用を共謀した者については、適用しない。

附則（平成22・12・28・文告177）

この告示は、公布の日から施行する。

附則（平成23・6・2・文告93）

この告示は、公布の日から施行する。

附則（平成24・9・12・文告143）

この告示は、公布の日から施行する。

附則（平成25・3・13・文告31）

１ この告示は、公布の日から施行する。

２ この告示の施行前に科学研究費補助金取扱規程（以下「規程」という。）第四条に規定

する交付決定取消事業において規程第二条第六項に規定する不正使用を行った者に対する

当該不正使用に係るこの告示による改正後の規程第四条第一項第一号の規定の適用につい

ては、同号中「十年以内」とあるのは「五年以内」とする。

附則（平成28・3・31・文告73）

１ この告示は、公布の日から施行する。

２ この告示による改正後の科学研究費補助金取扱規程第四条第四項の規定は、平成26年度
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以前の会計年度に係る研究費による研究において不正行為があったと認定された者が行う

事業については、適用しない。
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（参考３） 

独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領 

（平成１５年１０月 ７日規程第１７号） 

 

改正 平成１６年 ４月１４日規程第 ９号 

改正 平成１６年 ９月１０日規程第１４号 

改正 平成１７年 ２月 ２日規程第 １号 

改正 平成１７年 ４月 ７日規程第 ７号 

改正 平成１８年 ４月１４日規程第 ９号 

改正 平成１９年 ４月 ２日規程第１２号 

改正 平成２０年 ６月１０日規程第 ９号 

改正 平成２２年 ４月１９日規程第 ６号 

改正 平成２２年 ９月 ７日規程第２１号 

改正 平成２３年 ４月２５日規程第１８号 

改正 平成２３年 ４月２８日規程第２０号 

改正 平成２４年１０月３１日規程第２０号 

改正 平成２５年 ３月１３日規程第 ２号 

改正 平成２５年 ６月１２日規程第２３号 

改正 平成２６年 ６月 ３日規程第１８号 

                        改正 平成２７年 ４月 １日規程第２２号 

                        改正 平成２８年 ４月２８日規程第４９号 

 

 

（通則） 

第１条 独立行政法人日本学術振興会（以下「振興会」という。）が交付を行う科学研究費助成事

業（科学研究費補助金）（以下「補助金」という。）の取扱いについては、補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「法」という。）、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、独立行政法人日本

学術振興会法（平成１４年法律第１５９号。以下「振興会法」という。）及び科学研究費補助金

取扱規程（昭和４０年文部省告示第１１０号。以下「取扱規程」という。）に定めるもののほか、

この取扱要領の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この取扱要領は、科学研究費補助金（基盤研究等）交付要綱（平成１１年４月１２日文部

大臣裁定。以下「交付要綱」という。）第 18 条第１項及び独立行政法人日本学術振興会業務方法

書（平成１５年規程第１号）第４条の規定に基づき、振興会から研究者に対して交付する補助金

の交付の対象、申請、交付その他の取扱いに関する細目を定め、もって補助金の適正かつ効率的

な執行を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この取扱要領において「補助金」とは、文部科学省から交付される科学研究費補助金から

支出する研究費であって、次に掲げるものをいう。 
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一 科学研究費（特別推進研究、新学術領域研究、基盤研究、若手研究、研究活動スタート支援、

奨励研究） 

二 特別研究促進費 

三 研究成果公開促進費 

四 特定奨励費 

五 特別研究員奨励費 

２ この取扱要領において「研究機関」とは、取扱規程第２条第１項に規定する研究機関及び同条

第８項の規定により研究機関とみなすものをいい、学術研究を行う機関であって第一号から第四

号に掲げるもの及び第五号に掲げるものをいう。 

一 大学及び大学共同利用機関（文部科学大臣が指定する大学共同利用機関法人が設置する大学

共同利用機関にあっては、当該大学共同利用機関法人とする。） 

二 文部科学省の施設等機関のうち学術研究を行うもの 

三 高等専門学校 

四 国若しくは地方公共団体の設置する研究所その他の機関、特別の法律により設立された法人

若しくは当該法人の設置する研究所その他の機関、国際連合大学の研究所その他の機関（国内

に設置されるものに限る。）又は一般社団法人若しくは一般財団法人のうち学術研究を行うも

のとして文部科学大臣が指定するもの 

五 本邦の法令に基づいて設立された会社その他の法人（以下この項において「会社等」という。）

が設置する研究所その他の機関又は研究を主たる事業としている会社等であって、学術の振興

に寄与する研究を行う者が所属するもの（第１号及び前２号に掲げるものを除く。）のうち、

文部科学大臣が指定するもの 

３ この取扱要領において「研究代表者」とは、科学研究費補助金の交付の対象となる事業において、

法第２条第３項に規定する補助事業者等（以下「補助事業者」という。）として当該事業の遂行に責

任を負う研究者をいう。 

４ この取扱要領において「研究分担者」とは、科学研究費補助金の交付の対象となる事業のうち二人

以上の研究者が同一の研究課題について共同して行うものにおいて、補助事業者として研究代表者と

共同して当該事業を行う研究者をいう。 

５ この取扱要領において「連携研究者」とは、科学研究費補助金の交付の対象となる事業において、

研究代表者又は研究分担者の監督の下に当該研究代表者又は研究分担者と連携して研究に参画する研

究者をいう。 

６ この取扱要領において「研究協力者」とは、研究代表者及び研究分担者並びに連携研究者以外の者

で、科学研究費補助金の交付の対象となる事業において研究への協力を行う者をいう。 

７ この取扱要領において「不正使用」とは、故意若しくは重大な過失による研究費の他の用途への使

用又は研究費の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件に違反した使用をいう。 

８ この取扱要領において「不正行為」とは、研究費の交付の対象となった事業において発表された研

究成果において示されたデータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者としてわきまえるべき基

本的な注意義務を著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用をいう。 

 

（補助金の交付の対象） 

第４条 この補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）と

する。 

一 学術上重要な基礎的研究（応用的研究のうち基礎的段階にある研究を含む。）であって、研

究機関に、当該研究機関の研究活動を行うことを職務に含む者として所属し、かつ、当該研究
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機関の研究活動に実際に従事している研究者（振興会特別研究員を含む。）が一人で行う事業

若しくは二人以上の研究者が同一の研究課題について共同して行う事業（研究者の所属する研

究機関の活動として行うものであり、かつ、研究機関において科学研究費補助金の管理を行う

ものに限る。）又は教育的若しくは社会的意義を有する研究であって、研究者が一人で行う事

業（以下「科学研究」という。） 

二 学術研究の成果の公開で、個人又は学術団体が行う事業（以下「研究成果の公開」という。） 

三 学術上価値が高く、散逸することにより我が国の学術研究の進展に悪影響を及ぼすおそれの

ある資料の収集、保管及び公開を含む特色ある研究に関する学術団体が行う事業又は長期にわ

たる研究活動を通じて蓄積された学術上の専門知識、実験用の試料等が必要とされる特色ある

研究を継続的に行うものであって、当該研究が中断することにより我が国の学術研究の進展に

悪影響を及ぼすおそれのある学術団体が行う事業（以下「研究事業」という。） 

２ 補助対象となる経費は、補助事業に要する経費のうち補助金交付の対象として振興会が認める

経費とする。 

 

（補助金を交付しない事業） 

第５条 前条第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者（学術団体を含む。以下この条にお

いて同じ。）が行う事業については、それぞれ当該各号に定める期間、補助金を交付しない。 

一 法第 17 条第１項の規定により科学研究費補助金の交付の決定が取り消された事業（以下「交

付決定取消事業」という。）において科学研究費補助金の不正使用を行った者 法第 18 条第１

項の規定により当該交付決定取消事業に係る科学研究費補助金の返還の命令があった年度の翌

年度以降１年以上１０年以内の間で当該不正使用の内容等を勘案して相当と認められる期間 

二 前号に掲げる者と科学研究費補助金の不正使用を共謀した者 同号の規定により同号に掲げ

る者が行う事業について科学研究費補助金を交付しないこととされる期間と同一の期間 

三 交付決定取消事業において法第 11 条第１項の規定に違反した補助事業者（前２号に掲げる者

を除く。） 法第 18 条第１項の規定により当該交付決定取消事業に係る科学研究費補助金の返

還の命令があった年度の翌年度以降１年以上２年以内の間で当該違反の内容等を勘案し相当と

認められる期間 

四 偽りその他不正の手段により科学研究費補助金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正の

手段の使用を共謀した者 当該科学研究費補助金の返還の命令があった年度の翌年度以降５年

間 

五 科学研究費補助金による事業において不正行為があったと認定された者（当該不正行為があ

ったと認定された研究成果に係る研究論文等の内容について責任を負う者として認定されたも

のを含む。）当該不正行為があったと認定された年度の翌年度以降１年以上１０年以内の間で

当該不正行為の内容等を勘案して相当と認められる期間 

２ 前条第１項の規定にかかわらず、振興会法第 18 条第１項に規定する学術研究助成基金を財源と

して支給する助成金（以下「基金助成金」という。）を一定期間交付しないこととされた次の各

号に掲げる者が行う事業については、基金助成金を交付しないとされた期間、科学研究費補助金

を交付しない。 

一 基金助成金の不正使用を行った者 

二 基金助成金の不正使用を共謀した者 

三 振興会法第 17 条第２項の規定により準用される法第 11 条第１項の規定に違反した補助事業

者（前２号に該当する者を除く） 

四 偽りその他の不正の手段により基金助成金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正の手段
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の使用を共謀した者 

五 基金助成金による事業において不正行為があったと認定された者 

３ 前条第１項の規定にかかわらず、同項第１号に規定する補助事業が、取扱規程第４条第３項の

特定給付金等を定める件（平成１６年８月２４日文部科学大臣決定。以下「大臣決定」という。）

第１条に定める特定給付金を一定期間交付しないこととされた次の各号に掲げる者が行う事業に

ついては、大臣決定第２条に定める期間、補助金を交付しないものとする。 

一 特定給付金の不正使用を行った者 

二 特定給付金の不正使用を共謀した者 

三 特定給付金の交付の対象となる事業に関して、法令又はこれに基づく国の機関若しくは独立

行政法人の長の処分に違反した者 

四 偽りその他不正の手段により特定給付金の交付を受けた者又は当該偽りその他不正の手段の

使用を共謀した者 

五 特定給付金による事業において不正行為があったと認定された者 

４ 前条第１項の規定にかかわらず、公募型の研究費（科学研究費補助金、基金助成金及び特定給

付金を除く。）又は国立大学法人若しくは独立行政法人に対する運営費交付金若しくは私立学校

に対する助成の措置等の基盤的経費その他の予算上の措置（文部科学省が講ずるものに限る。）

による研究において不正行為があったと認定された者が行う事業については、当該不正行為があ

ったと認定された年度の翌年度以降１年以上 10 年以内の間で当該不正行為の内容等を勘案して

相当と認められる期間、補助金を交付しないものとする。 

 

（補助金の交付申請者） 

第６条 第４条第１項に係る補助金の交付の申請をすることができる者は、次のとおりとする。 

一 科学研究に係る補助金にあっては、次に掲げる者 

イ 研究機関に所属する研究者が科学研究を行う場合は、当該科学研究を行う研究者の代表者 

ロ 研究機関に所属しない研究者（特別研究員を除く。）が一人で科学研究を行う場合は、当

該研究者 

ハ 特別研究員が科学研究を行う場合は、当該特別研究員 

ニ 外国人特別研究員と受入研究者が共同して科学研究を行う場合は、当該受入研究者 

二 研究成果の公開に係る補助金にあっては、研究成果の公開を行う個人又は学術団体の代表者 

 三 研究事業に係る補助金にあっては、研究事業を行う学術団体の代表者 

 

（計画調書） 

第７条 補助金（新学術領域研究、特別研究促進費又は特定奨励費（以下「新学術領域研究等」と

いう。）を除く。以下この条から第９条までにおいて同じ。）の交付の申請をしようとする者は、

あらかじめ科学研究又は研究成果の公開（以下「科学研究等」という。）に関する計画調書を別

に定める様式により振興会に提出するものとする。 

２ 前項の計画調書の提出期間については、毎年振興会が公表する。 

３ 新学術領域研究等の交付を申請しようとする者は、別に定めるところにより科学研究又は研究

事業に関する計画調書を文部科学省に提出するものとする。 

４ 前項の計画調書の提出期間については、文部科学省が公表する。 

 

（交付予定額の通知） 

第８条 振興会は、前条第１項の計画調書に基づき、補助金を交付しようとする者及び交付しよう
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とする予定額（以下「交付予定額」という。）を定め、その者に対し、あらかじめ交付予定額を

通知するものとする。 

２ 振興会は、文部科学省からの通知により新学術領域研究等を交付しようとする者及び交付予定

額を定め、その者に対し、あらかじめ交付予定額を通知するものとする。 

 

（配分審査等） 

第９条 前条第１項により補助金を交付しようとする者及び交付予定額を定めるに当たっては、振

興会は補助金の配分等に関する事項を審議する科学研究費委員会に諮るものとする。 

２ 前項の委員会の組織及びその運営については、別に定める。 

 

 

（交付申請書） 

第 10 条 第８条各項の通知を受けた者が補助金の交付の申請をしようとするときは、振興会の指示

する時期までに、別に定める様式による交付申請書を振興会に提出しなければならない。 

 

（交付の決定） 

第 11 条 振興会は、前条により補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、補助事業の内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤

りがないかどうか等を調査するものとする。 

２ 振興会は、前項の調査の結果、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交

付の決定を行うものとする。 

３ 振興会は、補助金の交付の条件として、次の事項及びその他必要な事項について定めるものと

する。 

一 補助金の交付を受けた者が、補助事業の内容及び経費の配分の変更をしようとするときは、

あらかじめ振興会の承認を得なければならないこと 

ただし、補助事業の目的を変えない範囲で振興会が文部科学大臣との協議を経て定める軽微

な変更についてはこの限りではないこと 

二 補助金の交付を受けた者が、補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、振興会の承

認を得なければならないこと 

三 補助金の交付を受けた者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂

行が困難となった場合においては、速やかに振興会に報告してその指示を受けなければならな

いこと 

四 補助金の交付を受けた者が、補助事業を遂行するため契約を締結し支払いを行う場合は、国

の契約及び支払いに関する規定の趣旨に従い、公正かつ最小の費用で最大の効果をあげるよう

に経費の効率的使用に努めなければならないこと 

４ 振興会は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに付した条件

を補助金の交付の申請をした者に通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第 12 条 補助金の交付の申請をした者は、前条第４項の規定による通知を受領した場合において、

当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、振興会

の定める期日までに申請の取下げをすることができることとする。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかっ
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たものとみなす。 

 

（補助金の使用制限） 

第 13 条 補助金の交付を受けた者は、補助金を補助事業に必要な経費にのみ使用しなければならな

い。 

 

（実績報告書） 

第 14 条 補助金の交付を受けた者は、補助事業を完了したときは、速やかに別に定める様式による

実績報告書を振興会に提出しなければならない。補助金の交付の決定に係る国の会計年度が終了

した場合も、また同様とする。 

２ 前項後段の規定による実績報告書には、翌年度に行う補助事業に関する計画を記載した書面を

添付しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第 15 条 振興会は、前条第１項前段の規定による実績報告書の提出を受けた場合においては、その

実績報告書の審査及び必要に応じて行う調査により、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内

容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金の

交付を受けた者に通知するものとする。 

２ 振興会は、前条第１項後段の規定による実績報告書のうち国庫債務負担行為に基づいて補助金

の交付の決定が行われた補助事業の実績報告書の提出を受けた場合においては、その実績報告書

の審査及び必要に応じて行う調査により、各年度における支出が交付の決定の内容及びこれに付

した条件に適合することを確認し、その額を補助金の交付を受けた者に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第 16 条 振興会は、前条の規定により額を通知した場合において、すでにその額をこえる補助金が

交付されているときは、補助金の交付を受けた者に補助金の返還を命ずるものとする。 

２ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に納付がない

場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５％の割合で計算

した延滞金を徴するものとする。 

 

（研究成果報告書） 

第 17 条 補助金の交付を受けた者は、振興会の定める時期までに、振興会の定めるところにより、

第 7 条第 1 項又は第 3 項の計画調書上の計画に基づいて実施した事業の成果について取りまとめ

た報告書（以下「研究成果報告書」という。）を振興会に提出しなければならない。 

２ 前項の振興会の定める時期までに研究成果報告書を提出しなかった者が、さらに振興会が別に

指示する時期までに特段の理由なく研究成果報告書を提出しない場合には、振興会は、第８条各

項の規定にかかわらず、この者に対して交付予定額を通知しないものとする。取扱規程第 13 条第

1 項に係る科学研究費補助金の研究成果報告書又は独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成

事業（学術研究助成基金助成金）取扱要領第 17 条第 1 項に係る基金助成金の研究成果報告書を、

文部科学大臣又は振興会の指示する時期までに提出しない場合についても同様とする。 

３ 前項の規定により交付予定額を通知しないこととされた者が、その後、振興会又は文部科学大

臣が別に指示する時期までに研究成果報告書を提出したときは、振興会は、第８条各項の規定に

基づき、交付予定額を通知するものとする。 
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（帳簿関係書類等の整理） 

第 18 条 補助金の交付を受けた者は、補助金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書類を整

理し、補助金の交付を受けた年度終了後（国庫債務負担行為に基づいた交付の決定が行われてい

る場合は、補助事業の最終年度の終了後）５年間保管しておかなければならない。 

 

（経理の調査） 

第 19 条 振興会は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者に対し、その補助金の経

理について調査し、若しくは指導し、又は報告を求めることができる。 

 

（補助事業の状況の調査） 

第 20 条 振興会は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者に対し、補助事業の状況

に関する報告書の提出を求め、実地に調査することができる。 

 

（研究経過及び研究成果の公表） 

第 21 条 振興会は、補助事業に係る実績報告書及び前条の報告書のうち、研究経過に関する部分の

全部又は一部を印刷その他の方法により公表することができるものとする。 

２ 振興会は、研究成果報告書の全部又は一部を印刷その他の方法により公表することができる。 

 

（設備等の寄付） 

第 22 条 第６条第１号イに係る補助金の交付を受けた者が、補助金により設備、備品又は図書（以

下「設備等」という。）を購入したときは、直ちにそれを当該補助金の交付を受けた者が所属す

る研究機関のうちから適当な研究機関を一以上選定して、寄付しなければならない。 

２ 第６条第１号ロに係る補助金の交付を受けた者が、補助金により購入価格５万円以上の設備等

を購入したときは、研究期間終了までにそれを学校その他の教育又は研究の施設に寄付しなけれ

ばならない。 

３ 第６条第１号ハ又はニに係る補助金の交付を受けた者が、補助金により設備等を購入したとき

は、直ちにそれを当該補助金の交付を受けた者が研究に従事し又は所属する研究機関に寄付しな

ければならない。 

４ 補助金の交付を受けた者が設備等を直ちに寄付することが研究上支障があると認める場合にお

いて、振興会の承認を得たときは、第１項の規定にかかわらず、研究上支障のなくなるまでの間、

寄付しないことができる。 

５ 特別研究員は、第３項の規定にかかわらず、その特別研究員の資格を喪失するまでの間、設備

等を寄付しないことができる。 

 

（その他） 

第 23 条 この取扱要領に定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は、募集要項等にお

いて別に定めるものとする。 

 

 

附則 

この規程は、平成１５年１０月７日から施行し、平成１５年１０月１日から適用する。 

第４条の２の規定は、法第１８条第１項の規定の準用により科学研究費補助金の返還が命じら
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れた日が平成１５年９月１２日前である交付決定取消事業を行なった研究者が行おうとする補助

事業については、適用しない。 

この取扱要領の適用日前に、日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究等）取扱要領（平成

１１年６月９日規程第６号）の規定により日本学術振興会が行った科学研究費補助金の取扱いは、

振興会がこの取扱要領中の相当する規定により行った補助金の取扱いとみなす。 

 

附則（平成１６年規程第９号） 

１ この規程は、平成１６年４月１日から適用する。 

２ 第４条の２第１項第３号の規定は、この規程の適用前に交付の決定が行われた科学研究費

補助金に係る交付決定取消事業を行った研究者については、適用しない。 

 

附則（平成１６年規程第１４号） 

この規程は、平成１６年８月２７日から適用する。 

 

附則（平成１７年規程第１号） 

１ この規程は、平成１７年１月２４日から適用する。 

２ 第４条の２第２項及び第３項の規定は、科学研究費補助金の返還が命じられた日がこの規

程の適用日前である事業を行った研究者又は当該研究者と共謀した研究者が行う事業につい

ては、適用しない。 

 

附則（平成１７年規程第７号） 

この規程は、平成１７年４月１日から適用する。 

 

附則（平成１８年規程第９号） 

この規程は、平成１８年４月１日から適用する。 

 

附則（平成１９年規程第１２号） 

この規程は、平成１９年４月１日から適用する。 

 

附則（平成２０年規程第９号） 

１ この規程は、平成２０年６月１０日から実施し、平成２０年度以降の補助金について適用

する。 

２ 改正後の取扱要領（以下「新要領」という。）第５条第１項第１号及び第３号の規定は、

法第 18 条第１項の規定により科学研究費補助金の返還が命じられた日が平成１５年９月１

２日よりも前である交付決定取消事業において不正使用を行った者又は法第 11 条第１項の

規定に違反して科学研究費補助金の使用を行った補助事業者（新要領第５条第１項第１号又

は第２号に掲げる者を除く。）については、適用しない。 

３ 新要領第５条第１項第４号の規定は、平成１６年４月１日よりも前に交付の決定が行われ

た事業の研究代表者又は研究分担者については、適用しない。 

４ 新要領第５条第１項第２号及び第５号の規定は、科学研究費補助金の返還が命じられた日

が平成１７年１月２４日よりも前である事業において科学研究費補助金の不正使用を共謀し

た者又は偽りその他不正の手段により科学研究費補助金の交付を受けた者若しくは当該偽り

その他不正の手段の使用を共謀した者については、適用しない。 
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附則（平成２２年規程第６号） 

この規程は、平成２２年４月１日から適用する。 

 

附則（平成２２年規程第２１号） 

この規程は、平成２２年９月７日から適用する。 

 

附則（平成２３年規程第１８号） 

この規程は、平成２３年４月１日から適用する。 

 

附則（平成２３年規程第２０号） 

この規程は、平成２３年４月２８日から適用する。 

 

 

附則（平成２４年規程第２０号） 

この規程は、平成２４年９月１２日から適用する。 

 

附則（平成２５年規程第２号） 

１ この規程は、平成２５年３月１３日から適用する。 

２ この規程の適用前に第５条に規定する交付決定取消事業において第３条第７項に規定する

不正使用を行った者に対する当該不正使用に係る改正後の第５条第１項第１号の規定の適用

については、同号中「１０年以内」とあるのは「５年以内」とする。 

 

附則（平成２５年規程第２３号） 

  この規程は、平成２５年４月１日から適用する。 

 

附則（平成２６年規程第１８号） 

  この規程は、平成２６年４月１日から適用する。 

 

附則（平成２８年規程第４９号） 

  １ この規程は、平成２８年４月２８日から適用する。 

  ２ 改正後の取扱要領第５条第４項の規定は、平成２６年度以前の会計年度に係る研究費によ

る研究において不正行為があったと認定された者が行う事業については、適用しない。 

  ３ 第３条第８項に規定する「不正行為」とは、「研究活動の不正行為及び研究資金の不正使

用等への対応に関する規程」（平成１８年規程第１９号）第２条第２号に規定する「特定不

正行為」と同義である。 
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科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助金 

研究者使用ルール（補助条件）（平成２８年度） 

＜「特別研究員奨励費」（特別研究員）＞ 

独立行政法人日本学術振興会（以下、「日本学術振興会」という。）から科学研究費助成事業

（科学研究費補助金（「特別研究員奨励費」））（以下「補助金」という。）の交付を受ける補

助事業者（研究代表者（日本学術振興会が実施する特別研究員事業により採用されている特別研

究員））が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以

下「適正化法」という。）及び独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補

助金）取扱要領（平成１５年規程第１７号。以下「取扱要領」という。）の規定により従うべき

補助条件は、次のとおりとする。 

１ 総則 

【法令等の遵守】 

1-1 研究代表者は、補助事業の遂行に当たり、適正化法、同法施行令（昭和３０年政令第２５

５号）、科学研究費補助金取扱規程（昭和４０年文部省告示第１１０号。以下「取扱規程」

という。）、取扱要領及びこの補助条件の規定を含む、関係する法令等の規定を遵守しなけ

ればならない。 

【補助事業者の責務】 

1-2 研究代表者は、補助金が国民から徴収された税金等でまかなわれるものであることに留意

し、補助金の交付の目的に従って誠実に補助事業を行うように努めなければならない。

【研究機関による補助金の管理等】 

1-3 研究代表者は、研究に従事する取扱規程第２条に規定する研究機関（以下「研究機関」と

いう。）に、日本学術振興会が別に定める「科学研究費助成事業－科研費－科学研究費補助

金の使用について各研究機関が行うべき事務等」に従って補助金の管理を行わせるとともに、

この補助条件に定める諸手続を当該研究機関を通じて行わなければならない。研究代表者が

当該研究機関を変更した場合も同様とする。 

２ 直接経費の使用 

【直接経費の公正かつ効率的な使用】 

2-1 研究代表者は、直接経費（補助事業の遂行に必要な経費（研究成果の取りまとめに必要な

経費を含む。））の公正かつ効率的な使用に努めなければならず、他の用途への使用及びこ

の補助条件に違反する使用をしてはならない。 

【直接経費の各費目の対象となる経費】 

2-2  直接経費の各費目の対象となる経費は、以下のとおりとする。

物品費    物品を購入するための経費 

旅費   研究代表者及び研究協力者の海外・国内出張（資料収集、各種調査、研

究の打合せ、研究の成果発表等）のための経費（交通費、宿泊費、日当） 

人件費・謝金   資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、アンケートの配

付・回収、研究資料の収集等を行う研究協力者（ポストドクター・リサ

ーチアシスタント（ＲＡ）・外国の機関に所属する研究者等）に係る謝

金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いのための経費 

（参考４）

- 37 -



 

その他      上記のほか当該研究を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、現像

・焼付費、通信費（切手、電話等）、運搬費、研究実施場所借り上げ費

（研究機関の施設において補助事業の遂行が困難な場合に限る）、会議

費（会場借料、食事（アルコール類を除く）費用等）、リース・レンタ

ル費用（コンピュータ、自動車、実験機器・器具等）、機器修理費用、

旅費以外の交通費、研究成果発表費用（学会誌投稿料、ホームページ作

成費用、研究成果広報用パンフレット作成費用、一般市民を対象とした

研究成果広報活動費用等）、実験廃棄物処理費） 

 

【研究・契約等の開始】 

2-3 新たに採択された研究課題については、内定通知日以降、また、前年度から継続する研究

課題については４月１日から、それぞれ研究を開始し、必要な契約等を行うことができるが、

必要な経費は、直接経費受領後に支出し、又は研究機関等が立て替えて直接経費受領後に精

算しなければならない。 

 

【直接経費の年度内使用】 

2-4 直接経費は、研究課題の研究期間が複数年度にわたるものであっても、「2-5」に規定す

る場合を除き、補助事業を行う年度を越えて使用することはできない。 

 

【翌年度にわたる直接経費の使用】 

2-5 研究代表者は、当該年度の補助事業が、交付決定時には予想し得なかった要因による、相

手国の事情、研究に際しての事前の調査の困難、研究方式の決定の困難、計画に関する諸条

件、気象の関係、資材の入手難その他のやむを得ない事由に基づき、補助事業が予定の期間

内に完了しない見込みとなった場合に、補助事業の期間を延長するとともに、補助金の全部

又は一部を翌年度に使用することを希望する場合には、平成２９年３月１日までに、様式Ｃ

－２６「繰越を必要とする理由書」により日本学術振興会に対し申請を行い、必要な手続を

経なければならない。 

 

【使用の制限】 

2-6 直接経費は、次の経費として使用してはならない。 

① 建物等の施設に関する経費（直接経費により購入した物品を導入することにより必要と

なる軽微な据付等のための経費を除く。） 

② 補助事業遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費 

③ 研究代表者の人件費・謝金 

④ その他、間接経費を使用することが適切な経費 

 

【合算使用の制限】 

2-7 直接経費は、次の場合を除き、他の経費と合算して使用してはならない。 

① 補助事業に係る用務と他の用務とを合わせて１回の出張をする場合において、直接経費

と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費を使用する場合 

② 補助事業に係る用途と他の用途とを合わせて１個の消耗品等を購入する場合において、

直接経費と他の経費との使用区分を明らかにした上で直接経費を使用する場合 

③ 直接経費に他の経費（委託事業費、私立大学等経常費補助金、学術研究助成基金助成金、

他の科学研究費補助金及び間接経費など、当該経費の使途に制限のある経費を除く。）を

加えて、補助事業に使用する場合（なお、設備、備品又は図書（以下「設備等」という。）

の購入経費として使用する場合には、研究者が研究に従事する研究機関を変更する際など

に補助事業の遂行に支障が生じないよう、当該設備等の取扱いを事前に決めておくこと。） 

④ 直接経費に、他の科研費又は複数の事業において共同して利用する設備（以下「共用設

備」という。）の購入が可能な制度の経費を加えて、共同設備を購入する場合（ただし、

同一の研究機関において購入する共用設備に限る。なお、各事業に係る負担額及びその算

出根拠等について明らかにしておくこと。） 
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【納品等及び支出の期限】 

2-8 補助事業に係る物品の納品、役務の提供等は、補助事業を行う年度の３月３１日までに終

了しなければならず、これに係る支出は、実績報告書の提出期限までに行わなければならな

い。 

 

【研究協力者の雇用】 

2-9 研究協力者の雇用に当たっては、研究代表者は、研究に従事する研究機関に対して、研究

機関を当事者とする勤務内容、勤務時間等を明確にした雇用契約の締結をさせなければなら

ない。 

 

 

３ 補助事業を変更する上で必要な手続（交付申請書の記載内容の変更に当たっての遵守事項等） 

 

【変更できない事項】 

3-1 「研究課題名」及び「研究の目的」の各欄の記載事項は、変更することができない。 

 

【補助事業の廃止】 

3-2 研究代表者は、補助事業を廃止しようとする場合には、様式Ｃ－５－１「補助事業廃止承

認申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返

還し、廃止のときまでの補助事業について、廃止の承認を受けた後、３０日以内に、様式Ｃ

－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」

により、日本学術振興会に実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、国

立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【研究機関の変更】 

3-3 研究代表者が研究に従事する研究機関を変更した場合には、様式Ｃ－１０－１「研究代表

者所属研究機関変更届」により、日本学術振興会に届け出なければならない。 

  

【研究代表者の応募資格の喪失等】 

3-4 研究代表者は、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しな

くなる場合又は補助事業を継続できなくなる場合には、「3-2」に規定する手続により、補助

事業を廃止しなければならない。ただし、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者と

しての応募資格を有しなくなる研究代表者が、それまで研究に従事していた研究機関におい

て、「平成２８年度科学研究費助成事業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ

・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦的萌芽研究、若手研究（Ａ・Ｂ））」及び「平成２８年度科学研究費

助成事業－科研費－公募要領（研究活動スタート支援）」に定める応募資格を有する研究者

となる場合であって、当該年度の直接経費の使用を希望する場合は、この限りではない。 

 

3-5 日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなくなる研究代

表者が、それまで研究に従事していた研究機関以外の研究機関において、「平成２８年度科

学研究費助成事業－科研費－公募要領（特別推進研究、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、挑戦

的萌芽研究、若手研究（Ａ・Ｂ））」及び「平成２８年度科学研究費助成事業－科研費－公

募要領（研究活動スタート支援）」に定める応募資格を有する研究者となる場合であって、

当該年度の直接経費の使用を希望する場合は、様式Ｃ－１０－１「研究代表者所属研究機関

変更届」により、日本学術振興会に届け出なければならない。 

 

【育児休業等による中断】 

3-6 研究代表者は、産前産後の休暇又は育児休業（以下「育児休業等」という。）を取得し、

未使用の補助金について翌年度以降の育児休業等の終了後に再交付を希望する場合には、原

則、育児休業等を取得する前に、様式Ｃ－１３－１「研究中断承認申請書」により申請を行

い、日本学術振興会の承認を得るとともに、未使用の補助金を返還し、中断の時までの補助

事業について、中断の承認を受けた後、３０日以内に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算
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報告書）」及び様式Ｃ－７－１「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会

に実績報告を行わなければならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研

究費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 

 

【育児休業等の取得に伴う研究期間の延長】 
3-7 研究代表者は、年度内に育児休業等を取得し、研究を中断し、かつ年度内に研究を再開し

た場合であって、翌年度以降の研究実施計画の変更を希望する場合には、研究を再開する前
に当該研究代表者が作成する様式Ｃ－１３－２「科学研究費助成事業（科学研究費補助金）
における産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う研究期間延長承認申請書」により平成２
９年３月１日までに申請を行い、日本学術振興会の承認を得なければならない。なお、研究
期間は、育児休業等を取得することにより、研究を中断する期間に応じて延長することがで
きる。 

 

【軽微な変更】 

3-8 「直接経費の費目別内訳」、「本年度の研究実施計画」及び「主要な物品の内訳」の各欄

の記載事項は、補助事業の遂行について必要がある場合には変更することができる。 

 

【設備等の取扱】 

3-9 研究代表者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに寄付することに

より研究上の支障が生じる５万円未満の図書にあっては、研究上の支障がなくなる時に）、

研究に従事する研究機関に寄付しなければならない。ただし、直ちに寄付することにより研

究上の支障が生じる場合には、研究代表者は、様式Ｃ－１５「寄付延期承認申請書」により

申請を行い、日本学術振興会の承認を得て、寄付を延期することができる（延期することが

できる期間は、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなく

なるまでとする。）。 

 

【利子及び為替差益の取扱】 

3-10 研究代表者は、直接経費に関して生じた利子及び為替差益を、原則、研究に従事する研

究機関に譲渡しなければならない。 

 

【収入の取扱】 

3-11 研究代表者は、実績報告書の提出後に補助事業に関連する収入があった場合には、これ

を日本学術振興会に返還しなければならない。 

 

 

４ 間接経費の譲渡等 

 

【間接経費の譲渡】 

4-1 研究代表者は、間接経費が交付された場合には、速やかに間接経費を研究に従事する研究

機関に譲渡しなければならない。研究代表者が、研究に従事する研究機関を変更した場合も

同様とする。 

 

【間接経費の返還】 

4-2 研究代表者が、研究に従事する研究機関を変更しようとする場合において、新たに研究に

従事することとなる研究機関が間接経費を受け入れない場合には、研究代表者は、様式Ｃ－

１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の承認を得ると

ともに、未使用の間接経費を返還しなければならない。 

 

【間接経費の追加】 

4-3 間接経費を受け入れない研究機関で研究に従事する研究代表者が、研究に従事する研究機

関を変更した場合において、新たに間接経費の交付を受けようとする場合には、研究代表者

は、様式Ｃ－１６「間接経費交付決定額変更申請書」により申請を行い、日本学術振興会の

承認を得なければならない。 
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５ 実績の報告 

 

【実績報告書の提出】 

5-1 研究代表者は、平成２９年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の承

認を受けた後３０日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－

７－１「実績報告書（研究実績報告書）」により、日本学術振興会に実績報告を行わなけれ

ばならない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベー

ス（KAKEN）により公開される。）。また、実績報告時に未使用の補助金が生じた場合には、

日本学術振興会に返還しなければならない。 

 

【翌年度にわたる補助金の使用を行う場合の実績報告書の提出】 

5-2 「2-5」の規定に基づき、補助事業の期間を延長するとともに、翌年度にわたる補助金の

使用を行う場合には、研究代表者は、補助事業を開始した年度の終了時において、様式Ｃ－

１７－１「実績報告書（収支決算報告書（２））」により、日本学術振興会に実績報告を行

うとともに、平成３０年５月３１日まで（補助事業を廃止した場合には、当該廃止の承認を

受けた後３０日以内）に、様式Ｃ－６「実績報告書（収支決算報告書）」及び様式Ｃ－７－

１「実績報告書（研究実績報告書）」により日本学術振興会に実績報告を行わなければなら

ない（研究実績報告書の内容は、国立情報学研究所の科学研究費助成事業データベース

（KAKEN）により公開される。）。 

 

 

６ 研究成果報告書等の提出 

 

【研究成果報告書等が未提出の場合の取扱】 

6-1 研究代表者が、科学研究費助成事業の他の補助事業の「研究成果報告書」（様式Ｃ－１９、

様式Ｆ－１９－１、様式Ｆ－１９－２、様式Ｚ－１９、様式ＣＫ－１９）又は「研究経過報

告書」（様式Ｃ－２１、様式Ｆ－２１、様式Ｚ－２１、様式ＣＫ－２１）を提出期限までに

提出しない場合には、研究代表者は、上記報告書を日本学術振興会に提出するまで、補助事

業の執行を停止しなければならない（文部科学省又は日本学術振興会が別に指示した場合は、

その指示に従わなければならない。）。 

 

 

７ 研究成果の発表 

 

【研究成果発表における表示義務】 

7-1 研究代表者は、補助事業の成果を発表する場合には、補助金の交付を受けて行った研究の

成果であることを表示しなければならない。特に、論文等により補助事業の成果を発表する

場合には、論文等の謝辞に補助金の交付を受けて行った研究の成果であることを必ず記載し

なければならない（「JSPS KAKENHI Grant Number JP８桁以下の課題番号」を含めること）。 

 

【研究成果発表の報告】 

7-2 研究代表者は、補助事業の成果について、研究計画の最終年度の翌年度に様式Ｃ－７－１

「実績報告書（研究実績報告書）」を提出した後に書籍、雑誌等において発表を行った場合、

又は産業財産権を取得した場合には、様式Ｃ－２４「研究成果発表報告書」により、日本学

術振興会に報告しなければならない（研究成果発表報告書は、国立情報学研究所の科学研究

費助成事業データベース（KAKEN）により公開される。）。 
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８ その他 

 

【研究活動の公正性の確保】 

8-1 補助事業において、研究活動における不正行為（発表された研究成果において示されたデ

ータ、情報、調査結果等の故意による又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を

著しく怠ったことによるねつ造、改ざん又は盗用）が行われること、もしくは関与すること

があってはならない。 

 

【研究機関が実施する研究倫理教育の受講等】 
8-2 研究代表者は、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づき、

研究に従事する研究機関が実施する研究倫理教育の受講等をしなければならない。 
 

【人権の保護及び法令等の遵守】 

8-3 研究代表者が行う研究計画に、社会的コンセンサスが必要とされている研究、個人情報の

取扱いに配慮する必要がある研究及び生命倫理・安全対策に対する取組が必要とされている

研究など関連する法令等を遵守しなければ行うことができない研究を含む場合には、研究代

表者は、当該研究を、関連する法令等に基づき実施しなければならない。 

 

【関係書類の整理・保管】 

8-4 研究代表者は、補助金の収支に関する帳簿を備え、領収証書等関係書類を整理し、並びに

これらの帳簿及び書類を補助事業期間終了後５年間保管しなければならない。 
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問い合わせ先等 

 

１ この募集要領に関する問い合わせは、研究機関を通じて、下記宛てに行ってください。 

       

(１) 特別研究員奨励費の募集の内容に関すること： 

独立行政法人日本学術振興会 研究助成第一課総務企画係 

      電話：03-3263-0976,0980,1041 

 

  (２) 特別研究員の採用等に関すること： 

    独立行政法人日本学術振興会 研究者養成課研究者養成第二係 

     電話：03-3263-5070 

受付時間：9:30～12:00及び 13:00～17:00 

   ※ (１)(２)共に、土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始（12月 29日～1月

3日）、創立記念日（9月 21日）を除く 

 

 (３) 科研費電子申請システムの利用に関すること： 

   ・コールセンター 

      電話：0120-556-739（フリーダイヤル） 

      受付時間：9：30～17：30 

      ※土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始（12月 29日～1月 3日）を除く 

   ・上記以外の電話 

     独立行政法人日本学術振興会総務企画部企画情報課システム管理係 

     電話：03-3263-1902,1913 

 

 (４) 府省共通研究開発管理システム（e-Rad）の利用に関すること： 

   ・e-Radヘルプデスク 

     電話：0570-066-877（ナビダイヤル） 

     受付時間：9:00～18：00 

     ※土曜日、日曜日、国民の祝日及び年末年始（12月 29日～1月 3日）を除く 

     ※上記フリーダイヤルが利用できない場合 

       電話：03-5625-3961 

 

２ 募集要領については、次の本会のホームページからダウンロードすることができます。 

http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/20_tokushourei/index.html 
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